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はじめに
ア メ リカの福 祉 国 家 は1930年 代 の大 不 況 期 に誕 生 し,そ の基 本 的 な枠 組 み
を 今 日 ま で 継 承 して い る。 つ ま り35年 の 社 会 保 障 法 に よ っ て 確 立 さ れ た
ニ ュー デ ィー ルの福 祉 国家 が現 代 ア メ リカ福 祉 国家 の骨 格 を形 成 して い る ので
あ る。
だ が,ア メ リカ の福 祉 国 家 を取 り巻 く政 治 的環 境 は70年 代 半 ば頃 を境 に し
て一 変 した。福祉 の拡充 は少 な くと も70年 代 半 ば頃 まで は当 然視 され,福 祉 を
め ぐる論 議 は それ を いか な る方 法 で実 現 す べ きか とい う点 に集 中 して い た。 し
か しな が ら70年 代 に入 る とsア メ リカ経 済 の繁 栄 を支 え て き た ケ イ ンズ政 策
2商 経 論 叢 第33巻 第2klrJ
(297)
やア メ リカ型生酷 式が 囎 に機能 しな くな り
,こ れ と軌を一 に して福嶺 大
に対 す る支持 も急速 に萎んで行 ったので諾
。
特 に70年 代末か ら8・年代 にカ・けて福祉国家 に対 す る批半llが急速 に高 まり
,
連邦政府 は福祉に介入すべ きで1まない とい う搬 が優勢 にな
った.そ れ故,8。
鰍 纐 騨 での レイ ンの地すべ り的勝利 はニュげ イール福掴 家 の解体
を ト分 に予兆 させ る ものであ った・ とし・うの も,レ ーガ ンは福祉 と政府権1物
縮小 を騨 公約 に鵬 したので,国 民 の支持を韻 に福祉隊 の解体1こ大錠 を
振 るお うとしたか らであ る・ っ まり レーガ ンの登場1まあ 穂 味で轍 システム
の終焉を意味 して いた。
に もかかわ らず・ アメ リカの勧 と国家 は結鳳 ほとん ど深刻な打撃 を被 る
こ
ともな く存続す ることにな った・ それ は国民や議会が酬 二国家の解体 を決 して
望んでいなか つたか らで路 ア刈 力国民 は激 しいスタグ_シ
ョンを惹
起 したケインズ犠 的繍 政策 に対す る強 い不信感か ら
,レ ーガ ンに繍 再生
の望 みを託 したのであ って緬 祉国家 の解体 を求め た訳 ではなか
った。 アメi)
力国民が抱 いていたのは レーガ ンであれば福梱 家 を温存 しなが ら経済を離
して くれ るのではな いか とい う実 に虫 の良 い期待であ
ったといって よい。
92年 の大鞭 選挙 で はク リン トンカ泡 括 的 な健康保 険改靴 就労 や職親
ll
練 を促進 す る新 しい連邦政策 を公細 こ掲 げた.ク リン トンは93鰍1こ 包括的
な健康保険制度 を発表 したが漕 保険 と同時1こ連邦規制 による保険 コス トの管
理 を追求 したため・官僚蟻 強化 とい う批判 を浴 びて挫折 に追 い込 まれた
.そ
もそ も・ ク
(1)ントンの福緻 策 は必 ず しも当初 か ら懸 保険改革噸 点があ っ
た訳 で は な く・ む しろ賃 金 や雇 用 の増加 に よ って 貧困 を減 ら し福 祉 費 を抑 制 す
ると い う点 に 重心 が あ った・ なぜ な らば
,そ れ は飯 の公 的 扶助 依 存 を終 わ ら
せ・賃労 働 に就 かせ る と い う35年 丁士会 保 障 法
,っ ま り融 一デ ィー ル福 祉 国 家
誕生 以 来 の伝統 に沿 った 目標 の最 新 版 で あ った か らで あ る
。
そ こで,本 稿 は戦 後 ア メ リカの福 祉 国家 が いか にニ ュー デ ィー ル福 祉国 家 の
負 の遺 産 と もいえ る 「社 会 保 障(社 会保険)」 と 「公 的扶 助(福 棚 の 一二分 法1こ
よって支配 され続 けて きたかを明 らか にす讐
.と い うの も この点 針 分に認
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識 した上 で な けれ ば,ア メ リカ福祉 国 家 の戦 後 の麟 や現 代 にお け る危機 を決
して理 解 す る こ とが で きな い と思 われ るか らで あ る。
1戦 後福祉国家の展開
[1]ニ ューデ ィール福祉国家の限界
1935年8月 の社会保 障法 はアメ リカに福祉国家 を誕生 させた。アメ リカは福
祉 の面 で は後進 国 に属 したがrこ れ1こよ って英 独 な ど晒 欧諸 国 によ うや く
キ ャ・ソチア ・ソプす ることがで きた。 即 ち,対 象者 世界最大 の老齢年金(連 邦管
掌)と 失業保険(州 営)が 社会保険 と して確 、乞され,公 的扶助や社会福祉事業 も
連邦 の補助 と指導を受 けなが ら州 ・地方 によって実施 され ることにな ったので
ある0
だが,老 齢年金 を除 けば,失 業保険 や公的扶助 や社 会福祉事業 のすべ てが
州 ・地方 の手 に委 ね られ,連 邦政府 は租税控除や補助を通 じて指導や規制 を及
ぼす以外 になす術 がなか った。 それ故,制 度 や給付条件 の州間格差 が大 き く容
易 に解消 しなか った。 また社 会保険 は濃厚 な民 間保険的性格 健康保 険の欠如
及 び農業労働者や家事労働者 などの適用除外 とい った国民皆保険の理想か らは
ほど遠 い欠陥を内包 してい喫.し カ・も,給 付額 は拠 出額 醗)に 文1応し酒 欧
型社会保険 とは違 って一般財源か らの政府拠 出 もなか ったので,極 あて低額 で
所得再分配効果 をほとんど持 ってL・なか った・ さらに保険料が景気 回復 の前か
ら徴収 され る一 方で,給 付開始 がかな り遅 れたので,景 気 に対 してデ フレ圧 力
を加 える ことにな ったので ある.つ まりニー デ 仁 ルの福祉国家 は拠 出を前
提 に経済的保障を就労(稼 得賃金)と 緊密 に結 びつけた就労者 のための経済保障
制度 とい う性格 を濃厚 に持 っていた とい ってよい。従 って・公的扶助 は就労 に
基づ く拠 出 の不 可能 な者 を対象 とせ ざるを得 なか ったた めに・厳格 な資格要
件,収 入調査,不 十分 な給付,行 動 規範 な どが厳 しく義務 づ け られ る ことに
な ったのであ る。
ところで,福 祉国家 は社会保険 と公的扶助(福 祉)を 包括す る制度だが,ア メ
リカでは この両者 は概念的 ・価値的 に厳然 と区別 されて きた。即 ち,社 会保障
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は老齢保険 と関連 した遺族,廃 疾者及 び老齢者医療受給資格者 に関す る もので
あ り,こ れ らの制度 は生 涯の就労期間 中に拠 出を通 じて代価を 支払
った有資格
労働 者に対す る政府 の神聖 な礒 務 と考え られ てきたのであ る
.こ れ とは全 く
対照的 に鮒 撫 償 で千・∫かを得 よ うと して正規 の雇用 を回避 して い礁 資格貧
困 者に対す る政府 の施 し物で あると看倣 されている。周知の如 く福祉国家 は第
一二次大戦中の イギ リスに起源を持 ち,ナ チス ・ドイ ッに対抗す る理想的価値 と
して所得扶助,社 会 サー ビス及 び社会保険を包括 した全国民を対象 とす る社会
的保護制度礫 現しようとしたもので路 だが,ア メリカ社会は全殿 を対
象 と した包括的国家給付な どとい った理想 にはおよそ馴染 まず
,む しろ公的扶
助(福 祉)と 社会保険 を峻別 し,後 者 に対 してのみ積極的 な価値 を認め るとい う
傾 向が強か ったのであ る。
もちろん,こ う した二分法 は既 に35年 社会保障法 に も内在 していたが
,社 会
保障庁が その後 の基本方針 と して意図的に定着 させ るに至 った
。 しか も,失 業
保険や老齢保険の支給 は労働者や使用者が数年 間税金(保 険料)を 支払 った後 に
初めて開始 された。 さ らに連邦政府が公的扶助負担 を減 らすために
,財 政難 の
州政府 に経 費の1/2か ら2/3を 押 しつけ,給 付水準や資格 要件の決定権限 も州
に委ね ることにな った。 とい うの も,ア メ リカ国民 の大部分 はやが て拠 出制社
会保険制度 の保護を受 け るようになる筈 なので,公 的扶助 は不必要 にな るだろ
うと期待 されて いたか らで(7)。
経済保障委員会(35年 社会構 註去の螺 者)は 大統領へ の報告 で雇用 ・'J能者向
け 「社会保険」と要扶養雇用不能者向 け 「救済(公 的扶助)」とを戯然 と区別 した
が,連 邦政府が民間雇用に就 けない勤労 意欲 のある労働者 に公的雇用を保障す
べ きことを 説張 して この二分 法政策 に説得 力を 与えた
。 というの も,社 会保険
制度 は完 全雇用成長政策 や公的雇用 などの適切 な連邦雇用保障政策 を伴 わない
限 り{一分 には機能せず,負 担 を公的扶助 に繊寄せす ることになるか らであ る
。
こう した考 え方 に 、γ脚 した45年 完 全雇 用法案 は連邦政府 が働 く意志 を持
った
すべての勤労 者に就労機会 を保 障す るために公的 支出やその他 の政策 によ
って
介入すべ きことを明瞭 に謳 っていたカa残 念 なが ら成 立には至 らなか った.結
0294)
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局,ニ ュー デ ィー ル は社 会 保 険 を完 全 雇 用 保 障 政 策 で補 完 す る こ とが で き な
(g)
か ったので ある。
もちろん,ニ ューデ ィールは戦後の基本的経済問題 が失業 にあ るとい うコ ン
セ ンサ スを残 した。30年 代 の大不況を経験 した後で は,政 府 が高雇用 の維持 を
公約 しない とい った状況 な どおよそ考え られず,完 全雇用法案 の流産後 に46
年雇用法で公約 の0応 の実現を見 るに至 った。 こう して経済 は自律的 な安定や
失業を低水準 に保 っ機能を備 えて いる訳で はな く,政 府 が経済 の安定 と高雇用
に貢 献す る責任 を持 ってい るとい う考 え方が50年 代 頃 までに は広 く受容 され
るよ うにな ったのであ る。 だが,そ うしたなかで黒人層 は社会保障制度 に限界
的に抱摂 されているにす ぎなか った。 というの も,30年 代 に黒人が就労で きた
農業 やサー ビス業 な どは老齢年金 や失業保険 の適用外 とされたので,大 部分 の
黒 人は社 会保険制度 の対象外 に置力aれていたか らで 諾 っ ま り黒人 は社会保
障 か らも高雇 用 政 策 か らも限 界 的 に しか恩 恵 を受 け られぬ ま まに放 置 され て い
た ので あ る0
以 上の如 くニ ュー デ ィー ル福 祉 国 家 は社 会 保 険 と公 的扶 助 の二分 法,社 会保
険 か らの事 実 上 の黒 人 除外,完 全雇 用保 障 と社 会 的 支出 の連係 欠 如 な どの 欠陥
を持 って いた.で は,な ぜ ニ ュー デ 仁 ノレの福 祉 国 家 は この よ うな欠陥 を内包
す る ことに な った のか 。 ニ ュー デ ィー ル福 祉 国 家 は 自助 主義,能 力主 義,州 権
主義 な どの伝 統 的 イデ オロ ギ ーが大不 況 とい うい わ ば一 種 の エ ア ・ポケ ッ トに
陥 って甚 だ 弱体 化 した間隙 を縫 って誕生 した。そ れ故,も しア メ リカが30年 代
に大 不況 を経 験 しな か った な らば,恐 ら くニ ュー デ ィール の福 祉 国家 は流産 す
C10)
るか,も っと貧 弱 な もの に な って い たで あ ろ う とい われ る。 確 か に欠陥 は多 々
あ るが,そ れ で も35年 社 会 保 障法 が国 民 福 祉 に対 す る国 家 の責 任 を初 め て確
認 した とい う意 義 は決 して軽視 す る ことが で きな い ので あ る。
[2]1950年 代 まで の福祉 政 策
(1)戦 時期 の政策
周知 の如 くイ ギ リスは1942年12月 の ビバ リッジ報 告 に基 づ き,44～49年 の
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間 に福 祉 国 家 を整 備 した。 これ に よ ってす べ て の英 国民 が病 気
,失 業,廃 疾,
老 齢 家族 扶 養義 務,あ るい は無 所 得 に伴 う困 窮 か ら保 護 され る ことに な
った
ので あ る。
一 方 sア メ リカで は ロー ズベ ル ト大 統 領 が40年11月 ,NRPB(自 然資源計画
委員会)に 戦時 期 の連 邦 社 会経 済 政 策 を 立案 す る よ うに指 示 を与 え た
。 これ を
受 けてNRPBは 雇 用,救 済,社 会 保 険,住 宅 や都 市開発 ,戦 後 の退 役軍 人給 付
な『牌 す るea,を 実施 し・ アメ リカ型完全雇用翻 国家を概括 した報告 を提
出 した。また43年3月 には社会政策 に関す る最 も重要 な報告書であ る 「社会保
障,労 働及 び救済政策(ア メリカ版 ビバ リッジ計画)」(NRPBに より39年 末に任命さ
れた長期的労働及び救済政策委員会案)が 戦後 アメ リカの福祉国 家計画 を提示 し
た。 同委員会 はアメ リカ的経済保障水準 を国民 の権利 と して保障す ることを求
めた。む ろん,同 委員会 は社会保険 と公的扶助 の 二分法をそのまま踏襲 したが
,
扶助 を犠牲 に して保険 を増進 させる ことを望 まず,両 者のギ ャ、ソプを埋 めるた
めに新 しい社会保 険政策 と公 的扶 助 の連邦 直営化 を提案 したのであ る
。 しか
も,同 委員会 は当時支配 的であ った経済停滞論 に与 し戦後 の高失業率 を予想 し
て いた ので・社 会政策 の拡 充 と連係 した完全雇用政 策 の必要性 を痛 感 して い
た。 そ こで,同 委員会 は公共 事業 と公 的雇用 を失業問題 の解決策 と考え
,活 動
の ピー ク時 に失 業者 の40%弱 を雇 用 したWPAよ りも強力 な権限 と柔軟性 を
持つ鯉 の謂 を酷 毘 だが,廻 」救済 嘱 膿 関が4。年代に次々と廃止
され る一方で,こ れ らの提案 はすべて不首尾 に終わ った
。健康保険 も実現 に至
らず,公 的扶助 もつ いに連邦 直営化 され るに至 らなか ったのである
。
このため戦時期 に は44年GI法 を初 め とす る退役軍 人諸法 が福祉 立法 と し
て はむ しろ目 立った存在 であ ったとい ってよい。 というの も退役軍 人法 は身体
的な健康 回復か ら雇用支援や健康保険 にまで及ぶ包括的な ニーズを カバー し
,





戦 後,ア メ リカの社 会 政 策 は ニ ュー デ ィー ル期 の雇 用 ・救 済 中心 か ら老齢 保
険 重 視 へ と転 換 した。 と い うの も,連 邦 の社 会 改 革 は州 ・地 方 が財 政 危 機 に
陥 った 大不 況期 に は促 進 され た が,財 政 の安定 した戦 時 ・戦 後 期 に は抑制 され
ざ るを得 な か った か らで あ る。 しか も,ロ ー ズベ ル ト政 権 は大不 況期 には社 会
政 策 を推 進 したが,戦 争 の 切迫 に伴 って関心 を専 ら外 交政 策 に集 巾 す るよ うに
な った。 こ う した政 府 の態 度 は議 会 の一1'導権 回復 と相 倹 って社 会 立 法計 画 の進
展 に大 き くブ レーキ を掛 け る結 果 とな ったの で あ る。

















































































Publi、Welfare,Dec.31,1974,p.21.カ ・ コ 内 はJ`li雇/聡 数 に ・llめ る 加 緒 の 上ヒ率 ・
8商 経 論 叢 第33巻 第2号
(291)
を駆 って老齢遺族保険(OASI)を 拡充す る法津 を成1`Lさせ た
。同法 は家事労働
者や農業労働者 や非農業 自営業者 に対 して老齢保険へ の強制加入 を義務づ け
,
給付 をイ ンフ レに対応 して引 き上1ずることを規定 して(13)Get`.そ の繰 第 俵
に明 らかな如 く老 齢保 険加入者 は50～55年 の5年 間 に一気 に1
,520万 人 も増
加 し,加 入者比率 も67%か ら86%に 上昇 した。逆 に非農業 自営業者の非加入 は
420万 人,家 事労働者 のそれは120万 人 も減少 したのであ る
。 こう して連邦管
掌失業保険 や短期廃疾保険 は永遠 に実現 の機会 を失 うことにな ったが
,OASI
は第1図 のよ うに老齢者の生活 を支え る重要 な所得源泉 とな って行 った
。 その
後3社 会保障庁(SSA)はOASIの 拡充 によって包括的な社会保険制度 を確 ヴす
るため・退職者 に対す る廃疾保険(DI)や 健康保険(HI)な どの導入に照準 を置
く　
くことにな るのであ る。 こうして イギ リスが40年 代末 に包括的な福祉国家 を
誕生 させ たの とは対照的 に,ア メ リカは50年 代初頭 までに老齢年金保険制度
を除 き,包 括 的 な連邦 社会福祉政策 を実現 す る可能性 を放棄 して しまった と
い って よい。
しか も社 会保 障庁 は社会 保障(保 険)と 公 的扶助 の両者 を監督 す る官 庁 で
あ ったに もかかわ らず,公 的扶助 を社会保険 の発展 に対す る脅威 と看倣 し
,絶
えず その抑圧 に奔走 した。 同庁 は拠出制老齢年金 の拡充 に遵進す る一方で
,老
齢者扶助 を魅 力の薄 い もの にす るためにあ らゆ る努力を した。だが,そ れ は第
2表 と第3表 の如 く老齢扶助 の受給者が71年 まで恒常 的に200万 人 を超 え
,60
年代前半 まで老齢保険受給者 を凌駕 していたよ うな状況下で はま った く非現実
的だ った といわ ざるをえない。それで も50年 代以降 老齢年金給付額 は第4表
の ように老齢扶助手当(第2表)よ りも早いペー スで上昇 したので
a次 第 にその
魅 力を増 す こ とにな った。 もちろん,社 会保 障庁 は執 拗 に老齢保 険を 「既得
権」,即 ち勤労者 と政府 の名誉 ある契約 として称揚す る一方で,行 政的裁量 を
使 って公的扶助 に対す る受給資格 の厳格化 と給付水準の引 ドげを徹底 させよ う
と した。多 くの州(特 に南部諸州)は た とえ連邦政府 に鼓舞 され な くとも福祉(公
的扶助)の 抑制 には熱心 に取 り組んだが,社 会保障庁 はカ リフォルニア州の如
く リベ ラル気取 りの州 に対 しては公的扶助 の量 的 ・質的な抑制を指導 したので
(290)
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(資 料)US,C。ng,essSub・ ・mmitt…nFiscalP・1i・y・fth・J・intE・ ・n・micCommittee,
UldAgelncomeAssistance,Partl,90thCong.lstSess.December,1967,p.1$2.







































































































































































,087 1,913 174 1,517
,277 2,080 197 1,639
,370 2,156 214 1,723





































廃 疾 保 険,OASIは 老 齢 遺 族 保 険 。
認 。
こう して老齢保険 は50年 代 に有受給資格退職者 の増加 によって老齢者扶助
受給者 を最終 的に超え,質 的 ・量的に福祉国家 の中心的な制度 とな った。社会
保障(社 会保険)は 広範 な政治的支持 を得 られる神聖 な制度 とな り,二 大政党間
の政権交替 にも影響 され ることな く,加 入義務範囲 の拡 大や給付 の引上げ,及









公的扶助 は35年 社会保障法 の制定時 にはさほど大 きな存在で はなか ったが,
当初予期 したよ うには縮 小せず,逆 に予想 もしなか った社会経 済的 な変化 に
よ って第5表 の よ うに大 幅 に膨 張 す るに至 った。特 に要 扶 養児 童家 庭 扶助















































































































































(AFDC)が50年 代 か ら60年 代 にか けて第2図 の よ うに受給 数 を増 加 させ た
。
問題 はAFDC受 給 者 が労 働 市場 に対 す る限 界 的参 加 者 で あ った ため に
,各 種
社 会 保 険 の受給 資格 を ほ とん ど確保 で きなか った とい う点 に あ る
。
そ れ で も,60年 頃 ま で はAFDCは ほ とん ど政 治 的 関 心 の 対 象 に は な らな
か った。 受 給 者 は40年 代 の120～220万 か ら50年 代 の310万 へ と増 加 した も
のの,受 給 児童 比 率(対 全児 童数)は3 .3%で 安 定 して い たか らで あ る。AFDC
受給 世 帯 主は家 族 の生 活 を 支え るた め に残 され た寡 婦 が大 部 分 で
,月 平 均 手 当
も例 え ば60年 に4人 家族 で108ド ル にす ぎなか った。そ もそ もADC(要 扶養児
童扶助)は 当 初,要 扶 養 児 童 の み を対 象 と した扶 助 制 度 で あ ったが


























































































































December31.1974,P・170.(1)は72年1月 か ら 医 療 扶 助 に 含 め ら れ る よ う に な っ た 。
養児童 の両親,里 子,18歳 以上 の子供,労 働不能 な父親や失業 した父親 などに
まで扶助対象が拡大 され,62年 までに家族 の経済的手段 を扶助す る制度 として
AFDCへ と発展 したので ある。 だが,そ の結果 と してAFDCは 適用範囲の拡
大 と給付水準の上昇 に見舞 われ,60年 代以降 には第2表 のように受給数 の持続
的な増加 を招 くことにな る。特 に61年 社会保 障法 改正 は失業 した父親 のいる
世帯 に対す る扶助制度(AFDC-UP)を 認 あることによって,元 来 「両親 の死亡
した児童」 を対象 と していた この制度 を専 ら 「健在だが親 の不在 な家庭」を対
象 とす るものへ と変質 させ ることにな った。AFDC-UPを 設 けた州 は全米 の半
数 に止 ま り,受 給数 は72年 に至 って もAFDC受 給世 帯 の5%未 満 にす ぎな・
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第2図AFDC支 給額 と受給者数
(資 料)S・A・L・vitanandT・g9・ ・t,Th・P枷 吻 伽 α幡 ,1976,p.5。,
か ったが,雇 用可能 な男子 が救 済を受 けて いるとい う事実 は嫌 で も公的な関心
を惹起 せ ざ るを得 な か 喫.も ち ろん,根 本 的 な原 因 は ニ ユー デ ィー ル の福 祉
国家 が二分法を前提 とした就労者のための経済保障制度 を作 りなが ら
,す べ て
の労働 可能者 に就労機会 を保証 す る完全雇用保障政策 を構 築で きなか
ったとい
う点 にあ った。従 って,か かる欠陥 は就労機 会を得 られぬ労働可能者の大群 を
公的扶助 で吸収す ることによって しか解決 で きず,そ れは今度 は福祉費 の人膨
張を招 くとい う新 たな矛盾 を増幅す ることになるので ある
。
こう してAFDCは60年 代 まで に社会 的に好 ま しくない福祉 の象徴的 な存在
となった・ しか も・例 えば62～63年 のデ ト・イ 賄 のAFDC受 給家族13
,000
世帯(81%が 黒人)に 関 す る調査が如実 に示 しているように
,そ の給 付水準 は極
めて低 く悲惨 な ものだ った。m即ち・4人 家族 を例 に挙 げれば,受 給額 は月160ド
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ル,年 に僅 か1,920ド ル にす ぎず,連 邦 政 府 の設 定 した貧 困線 で あ る3,000ド
ル を大 き く下回 って いた。 このた め彼 らの 半数近 くは十分 な食 糧 に も事 欠 く有
様だ った とい繍2.そ こで,被 受給世帯 はまず衣料費 を切 り詰 めたので・ そ
の児童 達 は3/4が レイ ンコー トを,半 数 が ゴム靴 や長 靴 を持 って いな か った。
これ らの家 族 は1/9が 電話 を,ま た1/10の みが レク レー シ ョン資 金 を所 持 し
て いた にす ぎな い とい う。しか も,1/3の 家 族 が 医療 費 を支 出 したが,市 当局 か
らの医療 費 支給 は全 くなか ったの で あ る。 さ らに,67年 のHEW(保 健教育福祉
省)のAFDC世 帯調 査 も受 給 世帯 の悲 惨 な生 活 が その後 もさ ほ ど改 善 されず に
(19)
続 いて い る状況 を確認 して い る。
∬ 「貧困に対する戦争」
[1]背 景
社 会活 動家M・ ハ リン トンが 説 得 力 の あ る熱 烈 な著 書 『も う1っ の ア メ リ
カ』 で4,000～5,000万 人 に も達 す る恵 まれ な い新 しい貧 民 の悲 惨 さを暴 露 し,
アメ リカの貧 困醗 見 を促 したのは1962年 の ことだ 喫.こ れを契機 に貧困
問題 を取 り上 げ た著 書 や論 文 が次 の数 年 間 に ま るで 洪水 か何 か の よ うに陸続 と
出版 され るに至 った。 ケ ネデ ィ大 統領 もハ リン トンとD・ マ グ ドナル ドの書 い
た もの を読 み,新 しい貧 困問 題 につ いて研 究 す るよ う顧 問達 に指 示 した。 ケ ネ
デ ィの後 を襲 った ジ ョンソ ン大統領 は ス タ ッフ ワー クを継 承 し,64年 に 「貧 困
に対 す る戦 争 」 を表 明 す る こ とに な ったの で あ る。 この よ うな展 開 に よ って ハ
リン トンの 本 もベ ス トセ ラー の仲 間 入 りを し,貧 困問 題 も30年 代 以 降 初 め て
新 聞 の一 面 欄 を 占め るよ うにな った。何 年 間 も知 らぬ顔 を して きた経 済学 者 や
社 会 学者 や人 類学 者 達 まで もが続 々 と貧 困問 題 の研 究 を開始 し,そ の原 因 や影
響及 び対 策 な どの困難 な問題 に も取 り組 む に至 ったの で あ る。
だが,ア メ リカ国民 の大 多数 は貧 困 問題 の深 刻 さに全 く気 づ いて お らず,む
しろ60年 代 初 頭 の 世論 調 査 に示 され るよ うに将 来 に対 して 極 あて 楽観 的 な展
望 を抱 い て いた。 社会 問題 に対 す る国 民 の関心 はモ イ ニハ ン報告 が激 しい論 争
を喚 起 す る65年 以 前 に は決 して強 い もので はな か った。 つ ま り・60年 代 初頭
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における貧困 の再発見 は決 して国民 自身 が社会的危機 を見つ けた結 果 として生
じた とい う訳で はなか った。国民 は60年 代 末の人種暴動 を目の当 た りに して
よ うや くそ うした危機 に気づ き始 めるので{21)
。
ところで,ケ ネデ ィこジ ョンソン政権 の政策 立案者 は ド貧困 に対す る戦争」
に果敢 に挑戦 したが,そ の一方で は社会保 険 と公的扶助 とい う社会福祉の二分
法 によ って呪縛 されて もいた。 この二分法 は政府 が富 の再分配 や所得保障 な ど
に真摯に取 り組 む ことを妨 げ,「偉 大な社会」の行 く末 に も大 きな影 を落 とす こ
とにな った。 当初,政 策 立案者達 は経済成長 とい う魔法 の杖 によ って社会的苦
痛や不公正 を改善 し,黒 人 に対す る人種差別 主義 の影響 を軽減す ることがで き
ると盲信 して いた。 だが,人 種対立 や都市 暴動 や黒人庶 出子 の増加 など とい
っ
た問題 は持続的な経済成 長によ って も一 向に解 消 されず
,社 会 の秩序 や規律を
維持 す るために新 たな福祉政策の展開が不 可欠 とな った
。 また,民 主党が都lf∫
騒 票への鮪 を強め政 治働 員の腰 力・ら鮒 を利用するようになったこ
とや,60年 代 初 頭 の 貧 困 の 再発 見 が国 民 の 間 に衝 撃 と憤 激 を 喚起 す る こ とに
な った こ とか ら社 会福 祉 は 目覚 ま しい拡充 期 を迎 え る こ とにな
った。 しか も,
こ う した動 きに公民 権運 動 が新 しい要 素 と して加 わ り
y社 会 福 祉 を ア メ リカ人
麟 別 礒 の影 響 に対処 す る棲 な政 策 へ と発展 させ て行 ったの で(23)
。
周 知 の如 く公 民 権 運 動 は 南 部 で は50年 代 に始 ま り
,54年 の ブ ラ ウ ン判 決
(ブ ラウ ン対教 育委 員会・" .1的な人 種分 鰍 育 は違憲 と し撮 繊 判決) ,56年 の
M・L・ キ ン グ牧 師 指 導 下 で の バ ス ・ボ イ コ ッ ト運 動(ア ラバマ州 モ ン トゴメ
リー),セ ン トラル高校(ア ーカンソー州 リトルロック)で の人種 差 別禁 止を強 制 す
るたあ の ア イゼ ンハ ワー大 統 領 に よ る軍 隊派 遣 ,60年 に始 まる座 り込 み デ モ運
動,南 部 の公 共 施設 に お け る人 種 差別 待 遇 禁 止 な どの 画期 的 な事 件 を通 じて盛
り上 が って行 った。しか し・黒 人 暴 動 が64年7月 に北 部 の スラム街 で は初 めて
ハ ー レム(ニ ュー ヨーク市)で 勃 発 したの を皮 切 りに各都 市で頻 発 し
,65年8月
に は ワ ッツ(ロ サ ンゼルス市)で 大暴 動 を惹 起 す る に至 った
。 そ こで,貧 困 と戦
う積 極 的 な政 策 が ス ラム街 に平穏 と秩 序 を取 り戻 す ため に不 可欠 で あ る と看 倣
され るよ うに な った。 公民 権 運 動 も次第 に 目標 を人種 差 別 や選 挙 権 の問題 か ら
0282) 現代アメリカの福祉国家政策17
住宅,雇 用,福 祉や教育 などの問題 にまで拡大 し,新 しい市民運動 の担 い手 と
(24)
な って行 った の で あ る。
例 え ば,公 民 権運 動 の活動 家 は州要 扶 養 児童 扶助(ADC)規 則 の 「援助 に値 す
る家 庭 」条 項 の 改 正 を要 求 す る運 動 に加 わ った。35年 社 会 保 障法 の成1r後 に作
成 され た州 規則 は初 期 の母 親 扶助 法 の特 徴 で あ った 「援 助 に値 す る家 庭」 へ の
扶 助 の限定 を踏襲 して い た。社会 保 障 庁 や公 的扶 助 局(BPA)は こ う した制 限 を
撤 廃 させ るべ く圧 力 を か けた けれ ど も,南 部 を 中心 とす る諸 州 は40年 代 末 に
激 化 した反 福 祉 の反 動 にお い て標 的 とな った非 白人 や庶 出子 児 童 へ の扶助 を拒
否 す るたあ に執 拗 に 「援 助 に値 す る家 庭 」規 則 を堅持 しよ う と したの で あ る。
と い うの も,AFDC経 費 は女性 世帯 家族 が急 増 し大 量 の持 続 的貧 困 を生 み出
した た め に急 速 に膨 張 せ ざ るを得 な か った か らで あ る。AFDC年 間 経 費 は50
年 に は世帯 当 り864ド ル,総 額 で5.7億 ドル にす ぎなか った が,62年 に は世帯
当 り1,512ド ル,総 額 で14億 ドル に増 加 した。 とい うの も,最 大 の公 的扶 助 制
度 とな ったAFDCは 当初 の要 扶 養 児 童を抱 え た 「援 助 に値 す る」寡婦 に対 す る
援護 制 度 か らあ らゆ る種類 の 「不 適 格者 」 や 「援 助 に値 しな い」 者 まで援 護 す
る制度 へ と変 質 して行 ったか らで あ る。だ が,こ の よ うなAFDC制 度 の変質 は
議 会 指 導 者 を苛 、アた せ る こ とに な った。 例 え ば,61年 にR・ バ ー ド上 院 議 員
(ウ ェス トヴァージニァ州)に よ って提 出 され た上 院委 員会報 告 はワ シ ン トンDC
のAFDC受 給 者 の60%が 法 律 的 に は不適 格 者 で あ る こ とを示 して い た。 しか
も,リ ベ ラル派 のH・ ハ ンフ リー(ミ ネソタ州)を 含 む バ ー ド上院 議 員 の同 僚達
は直 ち に揃 って 同報 告 に賛 同 の意 を示 した ので あ る。 もち ろんバ ー ド議 員 の主
張 が議 会 で好 意 的 に迎 え られ た の は福 祉 に対 す る議 会 の長 年 の冷淡 な 姿勢 と共
鳴 す る もの が あ ったか らで あ る。議 会 はAFDCが 激 増 して将 来 手 に負 え な く
な るので はな いか とい う不安 に駆 られ て いた。何 故 な らば,当 時AFDC受 給 所
帯 の約40%は 継 続 して3年 か ら5年,25%は5年 以 上 も給 付 を受給 し続 けて い
たか らで あ る。 しか も,受 給世 帯 の30～40%が 子 供 時 代 に福 祉 に依 存 して い た
親 を持 っ家 庭 で あ った とい う。 この点 にっ いて は労 働 省 の報 告 書 も 「AFDC受
給 世 帯 のか な りの部 分 が福 祉 受給 家 庭 の第2,第3世 代 に よ って 占め られ て い
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く　らラ
る」 と確 認 して いた ので あ る。
[2]ケ ネ ヂ ィの反 貧 困政 策
ケ ネ デ ィ大統 領 の内 政 面 で の 関心 は62年 頃 まで は主 と して 高成 長 と失 業救
済 に集 中 して いた。 もちろん,ケ ネ デ ィは経 済拡 人 政 策 を追 求 す る一 方 で
,大
統 領 青少 年 非 行 青年 犯 罪委 員 会(PCID,61年5月)の 設 置,地 域再 開 発 法(ARA,
61年5月)や 人 材 開 発 訓練 法(MDTA ,62年)の 制 定 な どの政 策 を実 施 した。 だ
が,こ れ らは いず れ も貧困 対 策 と はい えず,3っ の政 策 の 中 で はMDTAが 最 も
大 規模 で人 気 も高 か ったが,多 くの限 界 を抱 え て い たた め に様 々 な批判 を浴 び
(2fi)
ることにな った。その一 方で,ケ ネデ ィは60年 末 に保健教 育福祉省(HEW)の
立法担 当次官 補だ ったW・ コーエ ンを長 とす る特別調査委 員会 を社会 保障 と
福祉を改革す るための広範 な計画を作成す るため に任命 した
。 コ_エ ンはその
後 もケネデ ィ,ジ ョンソンの両政権下で社会福祉 立法の作成 と実施 に関 して重
要 な役割 を担 うことになるのである。
ところで,コ ーエ ン周辺 の福祉組織 は世帯 主が失職 し失業手 当 も費消 させ た
両親 同居 の窮迫家 庭 に対 す るAFDC支 給 を認 め る 立法措 置を求 めて政府 に圧
力を掛 け始 めた。 ケ ネデ ィも同法案 につ いて コーエ ンか ら個人教授 を受 け
,早
速61年2月 に議会 に 立法化 を勧告す るに至 った。議会 は失業 した父親 が家族
遺棄 を思 い止 まる効果 を期待 して61年 に両親 同居家庭へのAFDC給 付 を1年
間だ け認 める法律 を通過 させ たが,62年 には5年 間 の延長 を認 めた
。む ろん,
この制度(AFDC-UP)は 州 に対す る強制で はな く任意 の制度 であ
ったので,農
村 や貧困 な地域 などを中心 に約半分 の州 が60～70年 代 を通 じて全 く実施 しな
か った。制度を設 けた州で も様 々な条件が課 され たため
,AFDC-UPの 受給者
は77年 現在,AFDC受 給者全体 の僅か4%弱 にす ぎなか った
。しか も,AFDC
-UPは 父親 による家族遺棄の抑制 にはほとん ど効果 がなか
った といわれ る。と
はいえ,AFDC-UPは 大恐慌以降初 めて長期失業者 に現金給付 を適用 した もの
であ り漣 邦福祉政策 にお ける リベ ラノレな前進 を示す もの と評価で(27)
。
福祉政策 にお けるケネデ ィ政権の もう1つ 大 きな業績 は社会福祉事業家の特
≪gay 現代アメリカの福祉国家政策19
別 な訓練 に対 して連邦資金 の支出 を認 めた62年 公共福祉修正法 であ った。 同
法 の最 も重要 な規定 は連邦政府が困窮者 に対 す る社会福祉事業(社 会復帰や貧困
予防)経 費 の75%を 州 に支弁 す ることを認 めた点 にあるとい う。 ケネデ ィは同
法 を35年 社会保 障法以降で最 も大 きな公的福祉制度 改革 と自賛 した。同法制
定 の推進力 とな ったのは貧困問題 の解決 には現金扶助 と同時 に専門家のサー ビ
スが必要だ と主張 して きた社会福祉事業家 の強 い影響力であ った。既 にアイゼ
ンハ ワー一政権 のM・ フ ォルサ ムHEW長 官 は社 会福 祉事業 が貧困者 を社会復
帰 させ,長 期的 な扶助 コス トを縮小 させ るのに役 立っ との期待か らこの見解 に
賛同 して いた。議会 も56年 に州 と折 半で連邦資金 を社会福祉サ ー ビスに支 出
す ることを認めたが,州 政府 が負担増 を嫌 って これ を全 く無視 したのである。
それ故,62年 修正法 の意義 は連 邦の負担 率を75%に 引 き 一ヒげ ることによ って
州 に対 す る誘因 を高めたにす ぎない とい ってよい。
62年 修正法成立の第2の 推進 力は 「多様 な問題を抱 える家庭」が州 ・地方予
算 に益 々負担増 を強いてい るとい う認 識であ った。 この問題 は福祉依存 の慢性
化 を懸念 して いたケ ネデ ィ政権 のA・ リビコフHEW長 官 に強烈 な印象 を与
え,貧 民が何世代 も継続 して福祉 に依存す るとい うよ うな不幸を社会福祉事業
によって阻 止 しなければな らない と決 意 させ た。予 てよ り リビコフは公的福祉
政策 を現金給付 中心 主義 か ら被救済民 の社会復帰 と貧困化防 止を重視 した制度
に転 換 させ る必要 が あ ると考 えて いた。 しか も,こ の社 会復帰重視 論 はケネ
デ ィの関心 を呼 び,ま た社会福祉事業の重視 は社会福祉事業家 のみな らず福祉
支 出を長期的に は削減 したい と望んで いた保守派か らも賛 同を得 ることがで き
た。というの も当時,目 に余 る福祉濫用事例 の報告 が相次 いで公表 されたため,
議会保守派が福祉改革 に対 して非常 に厳 しい姿勢 を取 るようになりっっあ った
か らであ署。 こ うした保 守派 の感情 を宥 め るた めに は現金給 付 を徐 々に福祉
サ ー ビスに転換 させ て行 くこ とが是 非 と も必 要 だ った の で あ る。 リビコ フの予
想 に違 わず,議 会 は福 祉 費 の削 減 に役 立っ か も知 れ な い と考 え て,こ の62年 修
正 法 案 に直 に飛 び っ いた。 同法 案 は 下院 で保 守 派 がAFDC-UP条 項 を削 除 し
よ う と画策 した もの の失 敗 に終 わ り,上 院 で は ほ とん ど論争 もな く通 過 して62
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年7月 に大統領 の署名 を得 たのである。
だが,結 果 を先に 言って しまえば,同 法 は福祉受給者の削減効 果 とい う期待
を完全 に裏切 ることにな った。従 って,福 祉費節減 という議会保守派の 目標 は
達成 されず,逆 に連邦福 祉 サー ビス支 出を63年 度 の1 .94億 ドルか ら72年 の
25億 ドルへ と激増 させ ることにな った。とい うの も,貧 困予防や社会復帰 のた
めの施策 は実質 的 とい うよりは 「か らくり」のよ うな もので
,67年 のAFDCに
関す る調査が 明 らかに しているよ うに社会福祉サー ビスの実態 は 「稀 な楽 しい
雑談」にす ぎなか ったか らである。結局,社 会復帰 は福祉依存を回避 したい と
い う長年の実現 しそ うもない夢のよ うな目標 にす ぎなか った といえ(29)
。
もちろん,こ うした結果 は救済受給数 の増加 によ って生 じたのだが
,む しろ
それ以上 に重要 な原 因 は62年 修正法 のサ ー ビス条項が州 に とって甚だ魅 力的
な もので あった点 にあ るといわれ る。規則第3条1項 は従来現金給付 に対 して
適用 されていた規則 よ りも遙 かに寛大であ り,も う1つ の条項 は潜在的福祉受
給者 に対す る支出を認め,し か も連邦政府分担額 を制限 して いなか った
。 そ こ
で,州 政府 は財政 の逼迫 の折か ら,こ の条項 を利用 して既存 のサー ビス支出項
目用 の資金 を連邦 か ら引 き出 し,過 去 には自前で支弁 しなければな らなか った
様々な計画 にそれを流用 したのであ る。 議会 は貧困者 の社会復帰促進 の名 の下
に実施 された計画の実態 を知 って仰天 し,72年 に福祉 サー ビス支出に対す る連
邦負担 に上限 を設 けることにな る。 さらにHEWの 報告 を見て も,社 会復帰 を
果 た した家庭 は68年 時点でAFDC受 給世帯150万 の うち僅 か2万 世帯 にす ぎ
Ego)なか
った とい う。
ケ ネ デ ィも62年 末 に は ア メ リカ の貧 困 問題 に対 して抜 本 的 な対 策 を講 ず る
腰 があ ると識 す るに至 っ喫.そ こで,ケ ネデ ィ醜 は63年 夏 には貧困程男題
に対 して広 範 な対策 を実 施 す べ く方 針 を転 換 した。 む ろん,こ の政 策 変 更 は国
民大 衆 の圧 力 に よ る もので はな く,ま た公民 権 運 動 や黒 人 暴 動 の不 安 か ら生 じ
た もので もな い。む しろ,63年 に中 ・高 所得 層 の利益 に繋 が る減 税 政策 の た め
に奮 闘 して い た ケ ネ デ ィ政 権 が これ とバ ラ ンスを取 る意 味 で低 所 得層 向 け に何
らか の政 策 を実施 せ ざ るを得 な か ったた めで あ った とい った方 が よ(32)'``
。
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こ う した政 治 的顧 慮 に も増 して 重要 な の は当時 の社 会 科 学者 達 に よ る貧 困 の
再 発 見,特 にハ リ ン トンの新 しい貧 困論 を受 容 させ るよ うな見解 の登 場 で あ っ
た。 「貧 困 に対 す る戦争 」 の ア イ デ ア は政府 最 高 顧 問 のW・ ヘ ラーが非 現 実 的
な大規 模 連邦 支 出 を要 求 す るハ リン トンか ら直接 的 に得 た もので はな く,57～
62年 の間 に貧 困 率 低 下 の減 速 と老 齢 者 や 女性 世 帯 や マ イ ノ リテ ィの 貧 困 率 上
昇 を示 す経 済 学 者R・ ラ ンプマ ン(ウ ィスコンシン州)の 統 計 に衝 撃 を受 け て案
出 した もので あ る。こ う して ヘ ラー は63年5月,経 済 成長 が貧 困 を減 少 させ る
力 を大 き く減 退 させ て い る と して,ケ ネデ ィに大胆 な貧 困対 策 を実施 す るよ う
に勧 告 した の で あ る。
[3]ジ ョン ソ ンの 「偉 大 な社 会 」
(1)経 済 機 会 の拡 大
前述 の如 く貧 困 に対 す る戦 争 は当初 ケ ネ デ ィの ア イデ アで あ った が,彼 の 暗
殺 され た63年11月3日 に ヘ ラーCEA委 員長 と会談 した ジ ョ ンソ ンが 反 貧 困
計 画 の 立案 を改 めて指 示 し,「偉 大 な社 会」計 画 へ と発 展 させ る ことに な った の
で あ る。 ジ ョンソ ンは64年1月8日 の議 会教 書 で 「貧 困 に対 す る無 条 件戦 争 」
を宣 言 し,翌 月1日 に はS・ シ ュ ライバ ーを 新 しい反貧 困 計画 の責 任者 に任 命
(33)
して経済機会法案 の作成 を急がせた。
ところで,同 法 の立案者達 は将来的 には福祉 を消滅 させ るとい う二分法 に基
づ く貧困予 防の古 い夢 に固執 していた。例 えば,シ ュライバ ーは施 し物 の支給
制度 には全 く興味がない と言 明 し,ジ ョンソンも自分 の反貧困計 画を福祉受給
者 を縮小 させるための方策 と看倣 していた。 つま り,政 策立案者達 の根本的な
目標 は人材 訓練制度 や公共福祉修正法 に倣 って現金給付 でな くサー ビスの提供
を重視 し,貧 民 の自助 を支援す るために 「機会」 を拡大す ることにあ ったので
ある。 しか も,貧 困 と低教育水準 は高 い相関関係があ ったので,経 済的機会の
拡大 は青少鞭 助 に焦点が置かれ ることを意味 してし喫.こ うして貧困に対す
る戦争 は予防 と社会復帰 とい う長 い伝統的な夢 を実現す ることで あ り,貧 民 が
最 も必要 と して いる仕事や所得 を与 え ることで はないとい う立場 に立っ ことに
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な ったので ある。 もちろん,労 働 の意志 や能 力があ って も
,機 会 が技術変化 や
相応 な職 の不足や人種差別な どによ って妨 げ られ,ま た新 しい貧民が経済成長
の囎 に浴することも稀だったので識 会よりも所得繍 が腰 だと考える者
もいた。 だ が,今 や 時代 は大不 況 の30年 代 で はな く黄 金 の60年 代 で あ り
,豊
か な社 会 は機 会 の拡 大 に よ って貧 困 を十 分 に克服 で きる とい う過 大 な 自信 を生
ん だ の で あ る。
ケ ネデ ィ政 権 は経 済 機 会 と並 んで コ ミュニ テ ィー活 動 を 主要 な福祉 目標 と し
て重 視 した・ コ ミュニ テ ィー活 動 の主 唱者 。まR・ ケ ネデ ィやP・ ハ _ケ ッ トな
ど大 統 領 青 少 年非 行 青年 犯 罪 委員 会 と関係 を持 つ官 僚 や社会 科 学 者 が 多 か
った
が,貧 民 の 習慣 や生 活 態度 を変 え た い とい う目標 を除 き
,手 段 を含 め て多 くの
点 で 意 見 を異 に して い た。 経 済機 会 法 案 の作 成 作 業 は63年12月 か ら本 格 的 に
開 始 され た が,各 種 の理 論 的 相 違 を 解 消 しよ う と努 力 す る者 も
,コ ミ ュ ニ
テ ィー活 動 を貧 困 に対 す る戦 争 の 中 核 と して期 待 す る者 も ほ とん ど い な か
っ
た。 と い うの も,ケ ネ デ ィ大統 領 の死 は そ の熱 烈 な主 唱 者 で あ ったR・ ケ ネ
デ ィやハ ー ケ ッ トの発 言力 を大 き く低 下 させ たか らで あ る
。
ジ ョンソ ンか ら法 案 の取 りま とめ役 を委任 され た シュ ライバ ー は作 業 の進 捗
と議会 通 過 を最 優 先 に考 え,僅 か2ヵ 月弱 の間 に成 案 に漕 ぎ着 け た
。 ジ ョ ンソ
ンは ロー ズベ ル トの弟 子 と して政 治生 活 を始 め た こ と もあ って,ニ ュー デ ィ_
ル を一 種 の 巨人 な反 貧 困計 画 と看 倣 し,残 され た懸案 を実施 して地 上 か ら貧 困
を 一掃 して しまお うと考 えて いた。 しか も皮 肉 な こ とに,ジ ョ ンソ ンと シ ュ ラ
イ バ ー と い う2人 の性 急 さが却 って コ ミュニ テ ィー活動 を 単 な る研 究 や 実演 宣
伝 的 な ものか ら大 規 模 な コ ミュ ニ テ ィー組 織 の結成 を促 す もの へ と発展 させ る
(36)
の に役 立 った ので あ る。
だ が,ジ ョ ンソ ンは減 税 法 案 を通 過 さ せ た ば か りだ った と い う こと もあ
っ
て,多 額 の 資金 を要 した り増 税 を必 要 とす るよ うな 大胆 な計 画 に は最 初 か ら尻
込 み して い た。 この た め計 画 は常 に支 出 に対 して保 守 的 な態 度 に よ って大 き く
制約 され続 け る こ とにな った。例 え ば,ワ イ ッ労働 長 官 らが 法案 作 成過 程 で タ
バ コ税 の増 徴 収 入 に よ る12 .5億 ドル の公 的雇 用 計 画(WPA計 画に類似)を 法案
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に挿 入 させ るべ くロ ビー ス ト活 動 を行 ったが,増 税案 に怖気 づ いた ジ ョ ンソ ン
が これ を にべ もな く拒 否 した ので あ る。 こ う して64年3月16日 に議会 に送 ら
れ た最 終 案 は早 急 な法 案作 成 を優先 させて政 治 的妥 協 を重 ね た結 果f雇 用創 出
に は余 り役 ーた ぬ様 々な政策 の寄 せ集 め とい った 内容 の もの にな るに至 った。
総 支 出額 は初年 度 に9.6億 ドル にす ぎず,し か も4。6億 ドル は他 の予 算項 目か
ら流 用 され る こ とにな って いた。 この ケ チ臭 い予 算 に対 して リベ ラル派 が文句
をっ けたが,法 案 作成 者 達 は既 存 の福 祉 制 度 に加 えて,こ の法律 が貧民 の 自助
(37)
を支援 す るので貧 困を阻 止で きるのではないか と楽観 していたのであ る。
(2)内 容
64年 経済 機 会 法 は 「偉 大 な社 会 」の最 初 の政 策 で あ りf貧 困 の結 果 を緩 和 し
そ の原 因 を排 除 す る広範 な計 画 を生 み 出 した。 コ ミュニテ ィー活 動計 画 は地 域
社 会 に基 礎 を置 く組 織 を設 置 し,貧 民 を 動員 して彼 らに意志 決 定 に お け る発 言
権 を与 え た。ま た コ ミュニ テ ィー組 織 の傘下 に お いて法 律 サ ー ビス,成 人教 育,
近 隣保 健 セ ンターや その他 の施 策 が展 開 され た。例 え ば,職 業 練成 隊(JC)は 貧
困 な環 境 か ら離 れ た宿 泊場 所 で の集 中的 な訓 練 と教育 に よ って社会 的 に不利 な
境 遇 に あ る若 者 の生活 を変 え よ う とい うもので あ った。 近 隣青 年 隊(NYC)は
10代 の若 者 に学 校 の内 外 で就 労経 験 と必要 な所 得 を提 供 す る計 画 で あ った。ア
メ リカへ の奉 仕志、願(VISTA)は 貧 民 か ら抜 け出 し,貧 民 を助 け る ボ ラ ンテ ィア
の ワ ー カー を動 員 す る ことを 目指 して いた。就 学 前教 育(ヘ ッドスター ト)は 早
期 教 育 を改 善 す る こ と に よ り出発 時 点 で の機 会 を 平 等 に し,ま た 学 歴 向 上
(UpwardBound)は 能 力 が あ りなが ら経 済 的 に就 学 困難 な学 生 に高等 教 育 を 事
(38)
受 させ る こ とを 目的 と して いた の で あ る。
そ こで,コ ミュニ テ ィー活 動 の実 態 を見 るた め に全米51都 市 の活 動 を例 に
挙 げれ ば,第6表 の よ うにな る。 資金 べ 一 スで判 断 す れ ば,コ ミュニ テ ィー活
動 の 中心 は教 育 と社 会 サ ー ビス,次 いで職 業 訓練 にあ った とい って よ い。 これ
と比較 して モ デ ル都 市 の場 合 に は第7表 の よ うに も う少 し活 動 が多 様 で,教 育
に次 いで環 境 保 護 ・開発(都 市再開発)や 住 宅 な どが 高 い比重 を 占 めて い た。
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そ して,こ れ らの多様 な計
画を監督 し貧民 の利害 を代表
す る連 邦機関 と して経済機会
局(QEO)が 設置 された。もち
ろん,決 して期待通 りの成果
が達成 された訳で はなか った
が,経 済機会局 は単 なる貧民
の保護を超 えて貧困の経済的
社会的原因 を是 正 しよ うと試
みた点で画期的 な ものであ っ
た といえ る。 しか し,反 貧困
政策 は偉大 な社会 のいわば秘
蔵 っ子的存在 であ ったが,ニ
クソン政権 にと っては出来 の
悪 い継 子の よ うな もの だ っ
た。経済機会局 は多様 な貧困
計画を1っ1つ 他 の機 関に移
管 させ られ,つ い に74年 に
は閉鎖 に追 い込 まれたのであ
る。
とはいえ,立 法記録 を見 る
限 りで は,貧 民 の保護 という
点 で ジ ョンソ ンとニク ソンの
間 にはほとん ど顕著 な相違が
見 られない。偉大 な社会 は60
年代 末 に始 ま り70年 代初 頭
まで続 く福祉爆発 を惹起 した
と して責 め られた りあるいは
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賞 賛 された りす るが,こ れ は連邦政府 の法 的奨励 の直接 的 な産物 で はなか っ
た。 福祉制度の主要 な変更 は67年 社会保障法修正で あったが,そ れ はAFDC
受給者 に救済か ら脱却 して働 くことを奨励す ることによって福祉爆発 を停ｺr_さ
せ ようとした もので ある。 ニク ソン政権 の福祉改革 も福祉 の膨張 を抑制 しよ う
と企図していたが冷 福祉受給家庭に所得を保障しよう瑞 とした点で従来の
政策 よ り もむ しろ リベ ラル な側面 も持 って い た とい って よい。
もち ろん,65年 の メデ ィケ ア とメ デ ィケ イ ドの制定 は ジ ョンソ ン政 権 の重 要
な社 会 立 法上 の業 績 で あ った。 連 邦 管掌 老齢 健康 保 険 は最 初 トルー マ ン政 権 に
よ って提 案 され た が,医 療 社 会 化 へ の第1歩 に繋 が る と懸念 した ア メ リカ医療
協会(AMA)の 猛 反発 に遭 遇 して,そ のぞ麦20年 間 も論 争 が続 く懸案 事項 とな っ
て いた。 ケ ネ デ ィ大 統領 も入 院 費 用 の み を カバ ーす る穏 健 な保 険制 度 を提 案 し
た が,ジ ョ ン ソ ンは も っ と大 胆 な保 険 計 画 を断 固 と して 実 現 しよ う と決 意 し
た.こ う して ジ ョ ン ソ ンは65年 に最 初 の議 会 特 別 教 書 で 健 康 保 険制 度 の確 立
を勧 告 した。 そ の結果,老 齢 者 に対 す る包 括 的 な健 康 保 険(メ デ ィケア)の 導 入
のみ な らず,公 的扶 助 受 給者 に対 す る医 療扶 助(メ デ ィケイ ド)の 大幅 な拡 大 が
実 現 され る こ とにな り,老 齢 者 と貧民 に対 す る医 療 を大 き く改善 す る とい う成
(40)
果 を挙 げる ことにな ったのである。
教育面で もジ ョンソン政権 は画期的 な業績 を残 した。連邦政府 は60年 代以
前 にお いて は初等,・中等,高 等教育 に対 す る一般 的財政補助 を行 な って いな
か った。公 立学校 を拡大す る必要性 も高 ま っていたに もかかわ らず,学 校の人
種分離 や教会 ・州間の問題 な どが障害 とな って20年 以上 も有効 な対策 が講 じ
られて来なか った。 とい うの も,連 邦補助 は人種統合の強制手段 として使 われ
ることを恐 れた人種分離主義者 によ って強硬 に反対 され,教 区付属学校へ の補
助 をめ ぐる賛否論争 によ って抑制 されて きたか らで ある。 しか し,第1の 障害
は64年 公民権法 によって排 除 され,第2の 障害 は学 校 の立地 とは関係 な く困
窮児童 に対 す る補助 であ る ことを強調 す る ことによ り回避 され ることにな っ
た。 その結果,教 育 的に恵 まれない児童 に対 す る特別な教育的必要 に対応す る
ことを 目的 とした初等中等教育法(EASE)が65年 に議会 を迅速 に通過 したの
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である。 また,65年 の高等教育法(HEA)は 困窮度のみを基準 に大学生 に対 す
る奨学金や低利融資 の供与を認め,繍 機会法 によ って1年 前に開始 された勤
労学生計画を人幅 に拡張 した。 さらに,反 貧困法 は能力的に劣 る若者が大学 へ
の入学準備 をす るのを援助 す るために学歴 向上(UB)計 画 を実施 したの
であ
る・ これ らジ ョンソン政権の実織 比較す る と
,ニ クソン政権の教育面での業
績 は全 く艶 がなか った とい っ嫁tll。
ジ ョンソン政権 はまた60年 代 まで ほ とん ど実施 され なか
った数百万人 に も
達す る労働 市場か らの脱瀦 に対 す る援助 を拡充 した
.ケ ネデ ィも救済 よ りも
社会復帰 を重視 し・受給 者が公的雇用 で就労 しなが ら給付 を受 け取 れ るよ うな
機会を与 え るために コ ミュニテ ィー労働訓練(CWT)制 度 を設 立 した
。CWTは
余 り発展せず・受給者 に とって有益で も生産的で もなか ったが
}長 期的 憶 味
で福祉削減 を鵬 す 磯 会 の希望 で存続す ることになった.ジ ョンソンはまず
技術 的失業者の再訓練 を 目的 と した62年 人材醗 訓練 法報 下層失業者1司け
に拡大 した・また・64年 の繍 機会脚 ま公的扶助受緒 や他 の貧民 を援助 す る
ための労働経験訓練(WET ,訓 練 と授産を重視 した要業救済),農 村地域 で主 に高
齢 労 働 者 を雇 用 す るオ ペ レー シ ョン ・メイ ンス トリー ム(Op
erationMain-
stream),不 利 な境遇 の者 に対 す る助手 訓練 や雇 用機会計画 を助 成 す る新 し
い
職歴(NC)調 などと共 に近 隣静 隊(NYC)や 職業徽 隊(JC)鍛 置 した
。
さ らに,67年 の集中雇用計画 は雇用問題 に対す る包括的対策 のため にコ ミ
ュニ
テ ィー団体 に包括的補助金を提供す ることになり
,67年 社会保障法修正 は福祉
受給者 に対 して訓練や就労 を義務づ けて仕 事に就 かせ る労働奨励制度(WIN)
を実施 した・68年 には民間蝶 が補助金 を受1ナて不利な境遇 の者耀 用 して訓
練す るよ うになるな ど・社会繍 的に不利 な糊 の者 に対す る職場への復帰言+
画が拡大 され ることにな ったので{42) 。
最 後 に,ジ ョンソン政権 の偉大 な業績 の1つ といえ るのが公民権 の確 立で
あった。 もちろん・それまで に も登録有権者 を脅迫 や威嚇か ら保護 す るための
限定 された法律 はあ ったが,全 体 的な公民権 法 とい うもの は57年 まで存在 し
なか った。 ジョンソン政権 は この面で急速 な成功を収 め
,ほ とんど全ての公的
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領域 にお ける差 別 を非合法 とす る
法律 を確 立 させ たので ある。 その
中心 的基礎 で あ る64年 公 民 権法
は投票権,公 的便宜供与 の利用,
平等 な雇用及 び教育機 会 な どを保
障 した。 また,65年 投票権法 は選
挙権登録 に対す る連邦政府 の監視
を強化 し,次 いで68年 には住宅差




デ ィール以 降で初 めて大規模 な低
所得者 向 け住宅計 画を実施 しy貧
民や老 齢者 用の賃貸住宅建設 に対
す る低 利融 資 を規 定 した65年 住
宅都市 開発法 を制定す るな ど,住
宅面 での貧民対 策 に も力 を入 れた
のであ る。
第8表 連邦食糧 スタンプ計画
年顯騨 ～欝 陥 連邦 負担額止ヒ}率ζ(%)
(3)福 祉の爆発
偉大 な社会 は規模 と影響 の点で
見 る と社 会福祉制度 の中で も特 に



















































































































い って よ い。実 際,公 的 移転 支出 は64～69年 度 に2/3も 増 大 して い る。 この移
転 支 出 の急 増 と偉 大 な社会 の 勇 ま しい反貧 困 レ トリック とが相 侯 って,ジ ョ ン
ソ ン政 権 が所 得維 持 制 度 を変 革 し,そ の発 展 を積 極 的 に推 進 した とい う印 象 を
広範 に与 え る こ とにな った。だが,主 要 な所 得 維 持制 度 は60年 代 に新 設 され た
もの で はな く,30年 代及 び それ以 前 に開設 され た もので あ った。






例 えば,余 り一般 に注 目されないが,退 役軍人恩給制度(建 国期に設置)は 数
百 万人の低所得家庭 を支 え るまで に着実 に発展 して きた。老齢保険 も60年 代
までに はほぼ普遍 的で給付面 で もかな り寛大 な制度 と して確立 していた(第1
表)。失業保険 も偉大 な社会以 前 に既 に加入範 囲 の拡大や給付水準 の改善 が顕
著 に進 んで いた。 もっと も,資 格基準や給付水準 は州が決 あ,受 給数 も主 に経
済状態 によ って決定 されたので,連 邦政府 はほ とん ど介入 の余地 もな く60年
代 には小 さな役割 しか果 たさなか った。 しか も,偉 大 な社会 は公的不扶助 に対
してほとんど重要 な変更を加 える ことが なか った。例 えば,ジ ョンソ ン政権 が
AFDCに 対 して行 った変更 は母親 を就労 させて福 祉費 の膨張 を阻止 す るため
に飴 と鞭の政策 を導入 した点 であ る。 また,食 糧 ス タンプはケネデ ィ政権 の業
績だ ったが,第8表 のよ うに大膨張 はニ クソン及 びフォー ド政権の時代 にな っ
てか らの ことであ る。
っま り,偉 人な社会の社会福祉(社 会保険と福祉)は 経済機会の実験的試 みや
限定的医療 を除 けば,大 部分が過去か ら継承 した制度 であ って新設 された もの
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で は なか った ので あ る。 それ故,60年 代 の所得 支持 の膨 張 は従 来 の傾 向を転 換
させ た結 果 とい うよ りは む しろ 単 に加 速 させ た結 果 と して 生 じた と い って よ
い。 公 的社 会福 祉 支 出(社 会保険 退役軍人及び公的扶助)は 保 守 的 とされ るア イ
ゼ ンハ ワー期 の50年 代 に も119%増 加 して60年 代 の87%増 をか な り上 回 って
い る。 またGNP比 で見 て も,公 的所 得 支持 支 出 は50年 代 に3.7%か ら5.3%
へ と1 .6ポ イ ン ト増 加 して60年 代 の1.1ポ イ ン ト増(6.4%)を 凌 駕 して い る
(44)
のである。
偉大 な社 会 は大胆 な実験的試みに もかかわ らず,人 種差別 を終 わ らせ貧困 の
原因を排除す るとい う面で は不成功 に終わ った。 確かに60年 代～70年 代半ば
に拡充 された政府計 画は貧困,飢 餓 栄養不良 や病気 な どの減少 に寄与 した(第
3図)。 また,貧 民 の社会 サー ビス利用の ・∫能性 も増大 させ,黒 人の政治 的参加
や雇用や住宅 や教育 な どに対す る障害 もある程度 は減少 させ ることになった。
だが,偉 大な社会 はアメ リカ的理想 主義 か ら平等 な競争の機会 を保障す ること
を優先 して経済 的不平等 の解消 を軽視 したので,貧 困問題 の解決 には大 きな限
界 を持 っていたのであ る。しか も,偉 大な社会 は68年 頃 まで には国民 の間で非
常 に不人気 な政策 とな っていたが,既 存 の法律 による支出増加 を通 じてニ クソ
ン政権時代 にまで続 く連邦福祉費の膨張を招 くことになった。
[4]ニ ク ソ ンの政 策
貧 困 に対 す る戦 争 の大 胆 だ が短 い社 会 的実 験 は計 画 が相 次 いで打 ち切 られ た
り削 減 され た り主要 連 邦 機 関 に移 行 され る こ とに よ って終 了 した。 だ が,確 立
され た既 存 の社 会 計 画(社 会保障,メ デ ィケア,メ ディケイ ド,AFDCや 食糧 スタン
プ)が 劇 的 に拡 大 す る一 方 で,ニ ク ソ ン政 権 も補 足 保 障所 得(SSI),包 括 的雇 用
訓 練 法(CETA),地 域 開 発包 括 的補助 金 計 画(CDBGP),及 び社会 復 帰 法(RA)
く　ら　
な どの新 しい社 会計 画 を実 施 した ので あ る。 そ こで,こ の中 で最 も重要 と思 わ
れ る最 低所 得 保 障(負 の所得税)を 中心 にニ クソ ンの社 会 福 祉 政策 を見 る こ とに
しよ う。
さて,貧 困 予 防 の福 音 は少 な くと も60年 代 まで の100年 間 に わ た って福 祉
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関係者の心 を捉 らえて きた。「貧困 に対す る戦争」も機会の開放 と同時に貧困の
予防を 目的 と していた。だが,60年 代末にな ると,貧 困 予防 の福 音は必 ず しも
消滅 して しまった訳で はないが,短 期的には所得 を直接的 に増加 させ る政策 が
必要 だ という認識が有力 とな った。 こ うして ニクソ ン政権時代 には自助 に対す
る機会開放 と同時 に最低所得保障,即 ち所得維持政策が電視 され るようにな っ
(4fi)
たのであ る。
最低所得保障 も貧 困予防 と同様 に20世 紀社 会科学 の楽観 主義 を反 映 して い
たが・後者 に比べて明 らか によ り穏健 な方法 といえた。何故な らば,所 得保障
は貧困予防 の如 く人 間の性格 まで も変 えるといったよ うな過激 な目標 を持 って
お らず,政 府が膨大 な福祉 支出を維持す ることを当然 の前提 と考えていたか ら
である。 そ もそ もこの主張 は リベ ラルな社会福祉 事業家達の昔 か らの考え方 で
あ ったが,60年 代末 までに多 くの福祉専門家が この説 に転向す るに至 った とい
う。 とい うの も,偉 大 な社会の貧困予防計画 は全 くの失 望に終わ り,公 的雇用
計 画 もWPAを 含 む過 去の公的事業救済 の胡散 臭い印象 が拭 い切 れなか った
ので,全 国的 な所得保障制度が福祉関係者 の間の コンセ ンサスとな って行 った
のであ る。この説 の最 も著名 な提唱者であ る保守派経済学者のM・ フ リー ドマ
ンは ヂ負 の所得税」 が貧困緩和 の目標 を遙か に安価 で効果的に達成 で き
,他 の
制度 を腰 にす ることになるだろ うと主張 濃 。
もち ろん,リ ベ ラル派や政府 立案者 もこの所得保 障論 に魅了 され るに至 っ
た。ジ ョンソンは64年 以降,所 得保障制度 を研究す る特別調 査委員会を相次 い
で任命 したが,第3次 特別調査委員会 は66年 に限定 的負 の所得税案 を勧告 し,
OEO(経 済機会局)も 同年 「5力年計画」案 で豊か な国 に相応 しい貧 困水準 に合
致 した最低所得保障制度 を支持 した。 こう した政府 内の熱気 は69年 のハ イネ
マ ン委員会(66年 に特別調査委員会の勧告で設置)報 告 で頂点 に達 した。同報告 は
貧困が文化的現象で はな く経済 的現象である と看倣 し,60年 代 半ばの貧困再発
見以来の合意 を明確 に否定 した。 また,同 報告 は就労 を福祉改革の最優先事項
と考えたが,そ の場合 には政府が年 間160億 ドルの費用で900万 人 の雇用 を創
出 しなければな らず,明 らかに非現実的であ ると判断 し,代 替案 と して4人 家
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族 に2,400ド ルの最低所得 を保 障す る普遍的 な所得補足制度 を勧告 した。 むろ
ん,議 会 は当初 このよ うな提案 にはほ とん ど関心 を示 さず,国 民 も世論調査 に
よれば60%が 全国民的な最低所得保障制度 に は反対 していた。一方,貧 困 は経
済的手 段 によって解決 可能 な経済問題 であ ると看倣す福祉 改革派 は60年 代末
には社会復帰 とOEOの 不満足 な実験か ら 「機会 の開放で は不 十分」 とい う教
(48)
訓 を得 て,結 果 の平 等 を要 求 す る よ うに な った ので あ る。
だが,驚 きを以 て迎 え られ た の は,こ の所 得保 障計 画 が保 守 派 の ニ ク ソ ン大
統領 によ って実 行 され よ うと した こ とで あ った。 彼 は福 祉 の混 乱 を非 常 に憂 慮
し,北 部 諸 州 の知 事 か ら福 祉 費 負担 増 に伴 う連 邦補 助 増額 を 強硬 に要 求 され て
い た。そ こで,ニ ク ソ ンは69年8月,全 要扶 養 児 童家 庭 を対 象 に成 人 に年 間最
低500ド ル,子 供 に300ド ル,両 親 の揃 った4人 家族 に1,600ド ルを所 得 保 障
(49)
す る家 庭 扶 助制 度(FAP)の 設 立を議 会 に勧 告 した。FAPは 福 祉 受給 か らの脱
却 を促 す た め に労 働 意 欲 の維 持 に努 め,貧 民 家 庭 に政 府 給 付 を失 う ことな く月
額 所 得 の最 初 の60ド ル を,ま たそ れ を超 え る所 得 の 半分 を保 持 す る こ とを認
め て いた。 さ らに1,600ド ルの所 得保 障 は8州(南 部)でAFDC給 付 水準 を超
え て い たの で,FAPは 特 に最 下 層 貧 民(北 ・西部貧民 より福祉給付が低 い南部貧
(50)
民)の 援護 に役r_つ と期待 されたのであ る。
しか し,FAPは 福祉受給者 の80%を 占め る北部 の貧民 にはほとん ど何 の影
響 も及 ぼさず,し か も給付の条件 として就労 ・職業訓練 を義務 づけているなど
といった批判 を浴びた。また,ニ クソンは労働奨励制度(WIN,67年 に制定)に
類似 した条項 を挿入 し,成 人受給者 に対 しては適切 な訓練 や就労 を拒 めば手当
を没収す ることに したが,推 定110万 人の就労 ・訓練 登録予定者 に対 して僅か
15万 人の訓練 と45万 人の児童保育 しか賄 えぬ6億 ドル しか財政資金 を充当 し
ようと しなか ったのであ る。 確か にFAPは 様 々な限界を持 っていたが,多 く
の福祉専門家 は貧民 に対す る全国的最低所得保 障を設 けるとい う正 しい方向へ
(51)
の第1歩 と評 価 して いた。
だ が,結 局,FAPが72年 に廃 案 に終 った の は以 下 の よ うな理 由 か ら リベ ラ
ル派 も保 守派 もその成 ーを 目指 して熱心 に活 動 しなか った た あで あ った。民 ギ
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党 の リベ ラル派 は憎 むべ きニ クソン大統領が 「改革」で何 らかの得点 を挙 げる
のを助 ける こととな るか も知 れ ない と考 えただ けで 二の足 を踏 まざ るを得 な
か ったので ある。他 の リベ ラル派達 は最低所得額 の引上げ と曖昧 な就労 ・訓練
規定 の削 除を要 求 してFAPに 反対 した。保守派 はFAPが 福祉爆発 を拡大 し
財政支出の膨張を招 くので はないか と懸念 して尻込み した,,ニ クソン自身 も急
に論争 に嫌気が差 して,71～72年 に修正法の通過 を促 すために圧力 を行使 す る
(52)
こ とさえ も拒 否す るに至 った ので あ る。
こ う して35年 の福 祉 国 家誕 生 以 降 で最 も野 心 的 な福 祉 改革 案 で あ ったFAP
は廃 案 に終 わ った が,議 会 は72年10月 にFAPに 比 べ て遙 か に 異論 の少 な い
福 祉 改革 案 で あ る補 足保 障 所・得(SSI)計 画 を通 過 させ た ので あ る。SSIは 余 り
論 争 を招 か ぬ よ うに対象 を 「給 付 に値 す る」成 人公 的扶 助範 疇(老 齢者,盲 人,
廃疾者)に 限定 す る最 低 所 得 保 障 を導 入 した。 以 前 は別 々で あ った これ らの制
度 は以 後1っ の制 度 と して運 営 され,し か も連 邦管 掌制 度 とな った。そ の結 果,
SSI受 給 者 はAFDC受 給 者 に比 べ て遙 か に寛 大 な給 付 方 式 を適 用 され る こ と
にな ったの で あ る。SSIの 最 低 保 障所 得 額 は各 老齢 者 に対 して月140ド ル(老
齢夫婦には220ド ル)と され,26州 で は連 邦 ・州 公 的 扶助 制 度 の給 付 額 よ り も高
か った。 また,SSIの 資格 基 準 は多 くの州 よ り も寛 大 に設定 され た ので,そ れ
まで不適 格 と され た280万 人 が新 た に受 給 資格 を得 るに至 り(50%増),74年 に
(53)
は受給数 が620万 人 にまで増 大 したのであ る。
つ ま り,SSI法 はアメ リカ福祉国家史上 にお ける一 里塚 であ った と評価で き
るので ある。 寛大 な給付 によって,SSIは 居住地 や就労歴 に関係 な くアメ リカ
の全 老齢者 に十分 な最低限度 の生活水準 を保障す る方向 に向 って ともか く前進
した。 また,SSIは 老齢者を一様 な資格基準 と給付水準 を持 ち就労 の要求や受
給者の資産引渡 し要求のない連邦制度 の下に置 くことによって救済 の恥辱か ら
解放す る進歩 的な措置を取 ったのであ る。 さ らに,SSIの 制定 はアメ リカで最
初 の年間所得保障制度を創 出す る ことによ り同国 の社会福祉史 に新 しい1ペ ー
(54)
ジを開 い た ので あ る。
で は,議 会 は何 故FAPを 葬 り,SSIを 容 認 す る こ とに した ので あ ろ うか。議
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会 は老齢者 や州財政 の救済のために活動 していた ロビース トな どの圧力団体 に
大 きく影響 された とい う。 しか も,老 齢者 や廃疾者 や盲人 は黒人の福祉受給母
親 ではない とい う点で給付 に値す る者 と看倣 されて いた。 また・SSIは 穏健な
内容だ ったために議会 内外で も余 り関心 を呼ばず,FAP審 議 中の よ うな恐怖
を喚起 しなか った。 さ らに,福 祉改 革の主唱者達 は既存の制度が多 くの欠点 を
持 ちなが らもやがて成熟す るであろうと期待 していたので,不 満なが らもSSI
を容認 したのである。 とい うの も,当 時第8表 のよ うに急膨張 していた食糧 ス
タ ンプは全国的な最低 所得保障を発展 させ る上で特 に有望 な手段 にな るだ ろう
(55)
と見 られていたか らで ある。
70年 代 の ス タグ フ レー シ ョン下 にお け る深刻 な失業問題 に対 して,議 会 は
ニ ューデ ィー一ル以降で は,最 初 の全国的 な公的雇用計画で あ った71年 緊急雇
用法 を人統領 の拒否権を覆 して成 、7させ,失 業者を雇用す る州 ・地方政府 に対
して資金 を供与す ることにな った。 ニクソン政権 もまた偉大 な社会 の範 疇的計
画 を州 ・地方政府 に対す る包括的補助金制度 に統 合す る73年 包括的雇用訓練
法 の成立 には賛成 した。 なお,公 的雇用計 画 は74年 と75年 の大量失業 に対応
す るためフォー ド政権下 でい くぶん拡大 されたが,雇 用数 は とて も満足な もの
とはいえず,新 しい大規模 な雇用創 出法案が提 出されたが,75年 に大統領 の拒
(56)
否権発動 によ って頓挫 す るに至 った。
医療面で は,ニ クソン政権 は効率性 を高 めるために偉大 な社会 で開始 された
制度 の削減 と改革 に取 り組んだ。 例 えば,ニ クソ ンは第1期 には3っ のHEW
債務負担法案 と病院建設 ・近代化補助制度延長 に拒否権を発動 し,母 子保健制
度 を縮小 しよ うと試 み,71年 には600億 ドルの包括的健康保険計画を効果的 に
阻 止 したのであ る。
[5]結 果
ア メ リカ の貧 困 者 は社 会 福 祉 支 出(含 む現物給付)の 増 加 や経 済 成 長 に よ っ
て,70年 代 末 に は約1,300万 人(全 人[]の6%)に まで減 少 した。 もち ろん}こ
う した経 済 成 長 の恩恵 に もほ とん ど浴 す る こ とのな い 「手 に負 えぬ 」雇 用可 能
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(資 料)8励 ・姻 姻 ・蜘 伽 ひS ・,1976,P.293,1992,p.354 ,1995,p.374.SocialSecurity
.8協2加 磁 ηηπα`S'α 」ゼ読cα ♂Supplement
,1996,P・158.各 年 のL段 は 公 共 支 出(連 邦 ,州,
地 方),ド 段 は 連 邦 支 出 の み 。93年 は 公 共 支 出 の み
。(1)は5億 ドル 未 満 。
貧民 も福 祉 の拡 充 に よ って生活 を支 え られ る こ とに な った。75年 の公 的 社会 福
祉 支 出(連 邦 ・州 ・地方)は 第9表 の よ うに2 ,900億 ドル(教 育費810億 ドル,退 役
軍人恩給費170億 ドルを含む)に 達 し,こ の うち1 ,230億 ドル(42%)が 社 会 保 険
の受 給 者(老 齢保険536億 ドル,メ デ ィケァ148億 ドル,公 務員退職201億 ドル,失 業
保険138億 ドル ・労働者補償65億 ドル)に 支 給 され た。ま た,公 的社 会 福祉 支 出 は
第10表 の如 くGNPの20%,政 府支 出(連 邦 ・州 ・地方)の58%に も達 し
,連 邦
政 府 支 出 の み で もGNPの12%,全 連 邦 経 費 の54%を 占 め る に至 った
。 さ ら
に,例 え ば80年 に65歳 で退職 す る労 働 者 は月額660ド ル(年7 ,szoド ル)の 年
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能 して いた とい って もよさそ うで あ る。
一 方,公 的扶 助 支出(AFDC,メ ディケア,一 般扶助,SSI,食 糧 スタンプや作業訓
練 ・公的雇用(CETA))も75年 に413億 ドル に達 した。特 に福 祉受 給 女性 世 帯 は
61年 の63.5万(全 女性所帯の29%)か ら79年 に は約300万(同50%)に まで増
加 した。AFDCは70年 代 末 に実 質 給 付額 の減 少 に見 舞 わ れ るが,必 ず しも給
付水準がひ ど 砥 下 した訳で はないようで 艦 また,メ デ ィケイ ドは貧民 の
医療 を劇 的 に改 善 し,63年 に は貧 困 線 以 下 の貧 民 で 医 師 の診 療 を受 け られ な
か った者 が20%に 達 したが,70年 まで に8%に 減 少 し,年 間 の通 院 者 比率 で も
貧 民 以外 の者 とほぼ 同水準 とな った。さ らに,妊 娠 中 の貧 民女 性 は65～72年 に
医 師 の診 断 を頻 繁 に受 け られ る よ うにな り,幼 児 死亡 率 を33%も 減少 させ る一
因 と もな った といわれ る。
しか し,70年 代 の ス タ グ フ レー シ ョンはケ イ ンズ 主義 を失墜 させ,ア メ リカ
経 済 の病 根 を大 きな政 府 支 出 と自由市 場 へ の干渉 に あ る とす るマ ネ タ リス トや
供 給重 視 経 済学 の影 響 力 を急 速 に高 め る ことに な った。 そ の結 果・ 議 会 で も経
済 成 長 と社 会 福 祉 の トレー ドオ フ関係 が問 題視 され るよ うにな り,カ ー一ター政
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権期 には経済 に対 す る政府 の役割 を縮小 しよ うとい う動 きが強 ま
った。む ろ
ん・ その矛先 は特 礪 困に対 す る戦争 の受益者であ つた黒人貧民層 に対 して向
け られる ことにな った。
とい うの も,ニ ューデ ィールは社会保険 と福祉(公 的扶助)と い う二分法 を確
立しただけでな く,こ の区分が人種的感情 を激 しく掻 き、乞て る方向で政治化す
る基盤 を作 ったか らであ る。黒人 は30年 代 に は大部分 が後進 的南部経済 の底
辺 にいたので・社会保障制度 に匡艮界的 に抱摂 されてい るにす ぎなか
った.何 故
な らば,社 会保険(老 齢保険と失業保険)は 当時黒人が就 けた農業やサ ー ビス業
などを適用外 とす ることによ り彼 らの大部分 を制度 か ら排除 し
,公 的扶助制度
も給付水準 や資格要件 を州の 自由裁量 に委ねて南部黒人層 の福祉受給 を困難 に
したか らで あ る。 しか し,民 主党 は政 治 的 な必 要 か ら北 部 の都 市黒 人層 を
ニューデ ィール連合 に動員 したため
,60年 代 になると増 人す る黒人 の政治的要
求 に対処 しなければな らない借財 を負 うことにな った。黒人 は60年 代以降 地
方政治 や国政 に動員 され るよ うにな ったが,雇 用や社会的地位上昇 の機会が稀
少 にな ってか ら都 市に流入 して きたため,失 業 や限界的雇用 を強 い られた り福
祉(特 にAFDC)に 依存す ることを余儀 な くされたので(gyp}
。
そ こで,民 主党 は黒人 の政治的影響 力増大 と悲惨 な経済 的地位 という矛盾 に
対 して偉大 な社会計 画で対応す ることにな った。だが,偉 大 な社会政策 は機会
の保障によ って二分法を維持 で きるという非現 実的な前提の上 に 立
って いたば
か りでな く,資 金 も十分でなか ったので早 々に放棄 され失敗 に終 わ らざ るを得
なか った。 しか も・反貧困政策 は黒人の要求 を緩和 す るど ころか却
って刺激 す
る結果 とな り,今 度 はそれが既存 の白人 グループ
,特 に都 市居住や雇用環境 に
おいて黒人 に最 も近 い下層 白人労働者階級 の猛烈 な反発 を惹起 す ることにな
っ
たのであ る。 また,ヴ ェ トナム戦争 とアメ リカの経済的衰退 が財政逼迫 を招 く
と共 に,反 貧困計画は厳 しい批判 に晒 され るに至 った
。結局,ニ ューデ ィール
福祉国家 の欠陥を補整 しよ うと した 「貧 困に対す る戦争」 は社会保障 と福祉 の
二分法 を強化 し,ア メ リカの政治的分裂 を人種 的区分 に沿
って深 あるという結
果 に終 わ ったので(61)。
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皿 福祉国家の危機
[1]カ ー ター の政 策
70年 代 に は米 国 民 の実 質 所 得 は農 村 地 域 や都 市郊 外 や 小 都市 な どで は増 加
したが,大 都市 中心 部 で は大 幅 に減 少 した。 貧 困 率 も大 都 市部 で は増 加 し,例
え ば ニ ュ ー ヨー ク市 で は69年 の14.6%か ら78年 の18.2%へ と3.6ポ イ ン ト
も上昇 した。 もち ろん,こ れ に よ って 黒 人 が最 も深 刻 な打撃 を被 ったが,財 政
逼 迫 に陥 った連 邦政 府 はむ しろ福祉 を抑 制 しよ う と した。 こ う して連 邦 社 会福
祉支 出(保 健,教 育,社 会保険を含む)がGNP比 率 で上 昇 す る中 で,福 祉 支 出 の
み は73年 以 降停 滞 す る こ とにな った。 しか も,所 得 に対 す る価 値 観 が 中産 階扱
とは全 く異 な る貧 民 もい る とい う認 識 が広 ま り,従 来 の所 得 保 障重 視 や貧 困 予
防 な どの考 え方 は影 響 力 を低 下 させ るに至 った。 こ う して 福祉 改革 の主 唱者 は
72年 以 降,自 信 喪 失 に陥 り,既 存 の制 度 の漸増 的 微調 整(AFDC-UPの 全州への
(62)
拡大など)を 主張す るに止ま ったので ある。
これ に対 してHEWや 議 会 は多 くの労 働貧民 に扶助 を拡大 で きる所得維持
計画 を実現 しよ う と試 み た。特 にHEWは フ ォー ド政 権期 に所得 補 足計 画
(ISP)と 呼 ばれ る鍾 の負の所得税言+画前 案 偲 また,74年 末に もほ1綱
内容の計画が福祉改革問題に関する2年 間の集中審議終了後に合同経済委員会
財政政策小委員会 によ って提 出された・さ らに・75年 には議会 力灘 所得税控
除(EITC)制 度 に関連 した重要 な税制改革 法を成立 させたのであ る。
しか しなが ら,FAP廃 案後 の主要 な福祉 改革案 はカー ター大統領 によ って
提 出された雇用改善所得計画(PBJI)で あ った。そ もそ もカー ターはFAPを 支
持 した南部で唯一 の州知事 であ り,福 祉改革 を政権 の最優先課題に掲 げ,大 統
領就任直後 には包括的福祉計 画案を早急 に提 出す ることを約束 して いた。77年
8月 に提 出 されたPBJI法 案 は14歳 以 上の児童 を抱えた福祉受給母親 を含 む労
働可能貧民 と労働不能貧民 を区別 した二本 立ての制度 を提案 した。労働可能者
は賃金補 足,連 邦 の職捜 し支援,あ るいは公的雇用(140万 人,最 低賃金より若干
高賃金)の いず れか によって援護 され るが,就 労 を拒否すれば子供 を除 いて福
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祉 給 付 を打 ち切 られ る こ とにな って い た。 一 方,労 働 不能 貧 民 に対 す る救 済 も
既 存 行 政 組 職 の簡 素 化 に よ って経 費節 減 を図 ろ う と した
。 また,SSI,AFDC,
州 ・地 方一 般 扶 助 及 び食 糧 ス タ ンプ は同一 受 給 資格 基 準 に基 づ く1つ の制 度 に
統 合 され,す べ て の労 働 可能 貧民 は4 ,200ド ル(4人 家族)の 最低 所 得 を保 障 さ
れ,収 入 の半 分 だ け を給 付 か ら控 除 され る こ とに な って いた の で(65)
。
だ が,PBJI法 案 は72年 にFAPを 葬 り去 った の と同 様 の反 対 に遭 遇 した
。
下 院 で は計 画 の 費用(議 会予算局推計で約200億 ドル)と 公 的 雇用 の創 出 を あ ぐ
っ
て紛 糾 し,78年 半ば 頃 まで 政府 と下 院指 導 者 が 共 に飲 め るよ うな妥 協案 を 模索
して いた が,結 局 は廃 案 に終 わ った。 同法 案 は財 産 税 の 引下 げ と,費 用 の掛 か
る社 会 計 画 や他 の政府 支 出 の削減 を要求 す る全 国 的租 税反 乱 の象 徴 とな
った同
年6月6日 の提 案13号(カ リフォノレニア州住殿 票)承 認 に よ って影 響 され
,廃
案 の運 命 を 大 い に加 速 され た の で 認.79年5月 に もカ ー ター はAFDC受 給
者 に対 す る全国 的 な最 低給 付 水 準(貧 困水準 のfi5%)を 設 定 し
,全 州 にAFDC-
UPの 実 施 を 強 制 す る よ り穏 健 な 福 祉 改 革 案 を79年 雇 用 訓 練 機 会 法 案
(WTOA)と79年 社 会 福 祉 改革 修 正 法案 と して提 案 した(連 邦軽費57億 ドル)
。下
院 は79年 に大 幅 に骨抜 き した後,AFDCに 対 す る最低 所 得 保 障 を規 定 した社
会福 祉 改 革 修正 法 案(北 部諸州への連邦補助増加,AFDC;-LTF'の 全国的実施強制 など
の規定を含む)を 通過 させ た。 しか し,こ の穏 健 な法案 も上院 で成 立を 阻 止 され,
福 祉 改革 の熱 意 は80年 に は急 速 に冷 却 して行 った
。 カ ー ター 自身 も79年 末 に
は国 内経 済 や対 外 関 係 住 にイランとアフガニス タン)の 悪 化 と大統 領 選 挙 へ の思
惑 か ら福 祉 問題 に対 す る熱 意 を ほ とん ど喪 失 して しま った とい わ れ る
。 しか
も・ そ の頃 まで に は イ ンフ レが最 大 の国 内 問題 とな ってお り
,貧 民 に と って も
福祉制度 の改革以上 に憂慮すべ き問題 とな って いたので認
。
この よ うに して70年 代 の社 会福 祉政策 は分 裂 と矛 盾 と方向感 覚 の喪失 に
よって特徴 づけ られ ることになった。 主要 な立法努力 は妨害 され,特 定 の政治
的支持勢力 を持 ってい る連邦福祉計 画のみが顕著 に発展 した
。 その好例 は食糧
ス タンプ制度 で,貧 困地 区を抱えた都 市部 出身議員 と選挙民 の農産物に対す る
価格 支持 と市場 を望 む農村議員 の両方 か ら支持 されたので,同 計 画 は80年 ま
(260)
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で に総 費 用80億 ドル,受 給 数1,600万 を超 え る ほ どの規 模 にま で膨 張 した の
で あ る。 しか し,そ れ らを除 くと経 費削 減 や 資格 制 限 の動 きが 強 ま り,例 え ば
カ リフ ォル ニ ア そ の他 の州 で はAFDCの 受 給 資格 を厳 格 に し,福 祉 詐 欺 行 為
くぢ　ラ
を厳 しく処罰す るようにな った といわれ る。
む ろん,そ れは政府の放漫 な社会福祉政策 に対 す る国民 の不満を反映 してい
た。労働組合員 と都市や南部 の白人層 は人種や福祉の問題 に対 す る民主党 の政
策 に対 して次第 に反発 を強 め同党 か ら離反 し始 めた。 これ は60～70年 代初頭
に社会政策 の恩恵 に浴 した人々 と70～80年 代 に高率 の税負担 を負 わ され るよ
うにな った人 々との間 に生 じた亀裂 に根差 していた といってよい。平均的労働
者 はイ ンフレに伴 う税負担増 によ って実質所得を着実 に蝕 まれ,中 位 の実質家
計所得 は70年 代 に16%も 低下 したのであ る。 何 の利益 に も繋 が らない税負担
の増加 と実質所得 の減少 とい う挟撃 に襲 われたブルーカ ラー層や中所得 ホワイ
トカラー層 が60年 代以降 の福祉政策 に露骨 な敵 意を示 し,減 税や小 さな政府
く　 ラ
とい う レー ガ ンの 主張 に魅 力 を感 じた の も当 然 の ことで あ った。
こ う して80年 大 統 領 選 挙 後 に は議 会 の み な らず 学 界 も社 会 福 祉 政策 の縮 小
を 主張 す る保 守派 に よ って 支配 され,福 祉改 革 は カ ー ター政権 期 に ほ とん ど息
の音 を 止 め られて しま った とい って よ い。 しか も,社 会保 障 庁 が維 持 しよ う と
して き た社 会保 障 と福祉 とい う二 分 法 は この時 期 に 「老齢 者 公 的扶 助 」(SSI)と
「失 業者 ・失 業貧 民 向 け公 的扶 助」(AFDC)と い う新 しい二 分法 へ と変質 させ ら
れ,後 者 は 「給 付 に値 しな い」貧 民 救済 と して厳 し く抑 制 され る ことにな った
ので認 。
[2]レ ー ガ ンの福 祉 解体 政 策
レー ガ ンの反 福祉 ス ロー ガ ンは伝統 的保 守派 か らばか りで な く,そ れ まで民
主 党 支持 者 で あ った ブル ー カ ラー層 や ホ ワイ トカ ラー層 か らも大 きな支持 を獲
得す る ことに な った。む ろん,保 守 派 の政 治 的 政策 提 言 は レーガ ン登 場前 の70
年代 末 まで には既 に広範 な国民 の支持 を得 て いた。 こ う した政治 的 な反動 傾 向
くア1)
は以下 の よ うな要 因 に よ って惹起 され,助 長 され て い た ので あ る。 まず,中 産
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階級労働者 の多 くは実質所得の減少 や停滞,雇 用の不安 や高率の失業,家 庭崩
壊(片 徽 庭の増加)な どの結果 と して生活水準 の低下 に陥 っていた.そ こで,
彼 らは生活水準 の悪化 を食 い止あよ うと必死 にな って減税闘争 に纏 り付 くこと
にな ったのである。
また,貧 民 は社会的政治的に孤立 を強 い られて いたので
,AFDC受 給者 に対
す る 「怠惰 な福祉 詐欺者達」 とい う紋切 り型の批 判が狙猟を極 める ことにな
っ
た。さ らに,ア ファマテ ィブ ・アクション(積極的差別是正措置)が 社会福祉政策
に付随 して積極的 に実施 されたたδ6に,白 人中産 階級男性 はただでさえ不安定
な経 済的地位 を更 に不当 に脅かす悪 しき政策 の象徴 と して反福祉感情 を募 らせ
たのである・最後 に・ レ魂 ンの若 い支賭 愚 ま生 まれ塒 か らず
っと福祉国
家 の中で育 ってきたので・ その恩恵 や社会的意義 につ いて はほとん ど理解 して
いなか った。彼 らはアメ リカ福祉国家のセー フテ ィ ・ネ
ッ トの外 に存在 す る人
生 の危険 な どにっいては考えた こともなか ったのであ る
。
こうした反福祉 世論の追風 に乗 って
,レ ーガ ン政権 はα)権限 と責任を州 ・地
方 に再 び戻 し,② 社会的 ニーズに対応 した民 間部門や市場 メカニズムの役割を
増 大させ,(3)ア メ リカ福祉国家の中枢的制度 を大幅 に縮小 ・変更す る
,と い う
3つ の基本原則 に基 づいて社会福祉制度 を根本 的に再整理 しよ うと した
。 レー
ガ ンの福祉政策 は福祉詐取人 を排除 し,膨 張 した福祉予算 を縮小 させ,不 必要
な制度 を廃棄 し,福 祉受給者を 自1さ せ,怠 惰 な者 には就労 を強制す るとい う
単純 な レ トリックに由来 して いた。 しか し,大 統領選挙での地滑 り的勝利 と上
院での共和党優位 を背景 と して,レ ーガ ンは福祉費 の削減
,規 則 の厳格 イヒにょ
る受給資格 の制限・社会保険制度 の縮小 な どを提案 す ることによ って徐 々に選
挙公約 を実行 に移 し始 めた。 レー ガ ンの大 幅 な懲罰 的福祉予算 の削減 に よ っ
て,AFDCは 資金 を11 .7%も 削減 され,資 格要 件 を厳 しく狭 め られ る ことに
な った・食糧 スタ ンプ も資金 を18 ・8%削 減 され(他 の食樹 画は13 .3%削 減),学
生な どを受給資格者か ら排除 した。また,失 業保 険の継続期間 は13週 間 も短縮
され ることにな った。 こうした レーガ ンの予算削減措置 などによ って,貧 困率
は84年 に15.3%ま で上昇 し,60年 代 半ばに貧 困に対す る戦争が開始 されて以
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くア　ラ
降で最 高の水準 になった とい う。
しか し,81年 に レーガ ンが提案 した老齢遺族廃疾保険(OASDI)修 正案 は大
きな論 争 を招 くことにな った。 その提 案 は(1)老齢遺族 保険(OASI)給 付 の月
122ド ル とい う最 低額規定の廃止,(23s2歳 で退職す る者 に対 す る年金給付 の大
福減額,(3)18～21歳 の学徒給付 の廃止,(4>政 府資金 か らの廃疾者給付 に対 す る
上限 と受給資格 に関す る厳格な要件の導入,(5)母 親や父親 に給付資格 を与え る
子供 の最高年齢の引下 げ,(6)酬 禺者 や子供 に対 す る総給付額 の郷 艮・暖 給資
格1ヵ 月未満 の場合 の給付除外,(8)全{本 的 な給付水準 張 期に渡 って引 き下 げ
得 る 「屈 曲点」の変更,な どの点か らな っていた。 これ らの変更 が実施 されれ
ば,最 初の年 だけで も80億 ドルの給付が削減 され ることになると推定 された。
むろん,社 会保障(保 険)制 度 を大幅 に改変 しようとす る レーガ ン提案 は予想以
(73)
上 の猛 烈 な反 対 に遭 遇 す る ことに な った。
そ こで,レ ー ガ ンは超 党 派 的 な15名 の委 員 か らな る社 会 保 障 改 革 全 国委 員
会(NCSSR,委 員長A・ グ リー ンスパ ン)を 任命 して 改革 の 立案 を委 ね る こ とに し
た。 同委 員会 は83年 にベ ビー ブー ム 世代 が続 々 と退 職 して年 金 依 存 率 を急 速
に高 め る と予 想 され る21世 紀 初頭 の社 会 保 障 赤字 問題 を解 決 す る改 革 案 を作
成 し勧 告 した。 そ の主 な 内容 は(1)老齢保 険 信 託基 金 を維 持 す るた め に退 職 年 齢
を徐 々 に引 き上 げ る こ と,(2)普 遍 的 な強制 加 入 の実 施,(3)一 般 財源 か らの資 金
充 当,(4)学 徒 援 護給 付 な どの社 会保 障 の周辺 的制 度 の廃止,な どの点 か らな り,
(74)
レー ガ ン提 案 か らは大 き く後 退 す るに至 った。
こ う して83年 社 会 保 障法 修 正 は ほぼNCSSR案 に沿 った 内容 の もの と して
成 立 した。 結局,レ ー ガ ン政 権 は提 案 した社 会保 障 改革 案 の成 立 を強行 す る こ
とがで きず,超 党 派 の委 員会(NCSSR)案 で満足 しな けれ ば な らな か った ので
あ る。 議 会 もまた レー ガ ン提 案 よ りもNCSSR案 を歓 迎 した。 っ ま り,社 会保
障(社 会保険)は 他 の制 度 と比 較 す れ ば依 然 と して不 可侵 な制 度 と して の地 位 を
維持 して い たの で あ る。 レー ガ ンも社 会 保 障 が如 何 に犯 す べ か らざ る もので あ
{75)
るか を急 速 に思 い知 らされ た とい って よい。
これ に対 して福 祉 は削 減 の標 的 に され,大 き く後 退 した。 レー ガ ン政権 は81
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年 に賃金収入が低 いために補足 的 に福祉 に依存 して いた4・ 万人の就労母親 に
対す る給付を廃 止す るAFDC改 革案 を提案 し,成 、アさせ た。 これに加えて30
万 鵬 が月額給付 を平均 で15・～2・・ ドルの水 準 にまで引 き下げ られた
.し カ、
も これ らの母雛 の多 くはこの削減措 置によ って補足的給付 ばか りでな く子
供 く*.て メデ ィケイ ドの受給資格 を も失 った
.こ う した状況 のため多 くの母
雛 は低飴 の仕事を辞 め薄 らネ畠祉鮒 に依存 して生活す ることによ り暮 ら
しを楽 に しよ うとしたのであ る。また,包 括的教育訓練法(CETA)の 廃1ヒは40
万人を公 的雇用か ら排 除 しF.,疾 手当受給者 に対す る容赦 のない資格剥奪 も約
50万 人に達 したが・ 醗 な ・ビース ト活動 や訴訟 によって29万 人が受給資格
を再 び回復す ることになったと鍔 。
これ らの反 福 祉政 策 は貧民 の経 済生 活 に大 きな変 化 を もた ら した
。83年 以 降
に景 気 回 復 が 急 速 に進 ん だ に もか か わ らず
,貧 困 率 は80年 代 を 通 じて13%
(3・200万人)以 上 の水準(74～75年 の景気後退期 より高率)か ら決 して低 下す る
こ
とが なか った とい う。例 え ば,78年 に は失 業 率 は6%以 ヒだ ったが,貧 困率 は
11.4%に 止 ま って いた の に,88年 に は失 業 率 が5%近 くまで低 下 した に もか か
わ らず,貧 困 率 は13.1%と 高水 準 にあ った
。貧民 の所 得 は経 済 の好 不 調 に鈍 感
とな り,貧 困率 は もはや労働 市 場 の状 態 を直接 的 に反 映 す る こ とが な くな
った
と い ってよ い。 換 言す れ ば,ア メ リカ の一 般 的 経 済 状態 とは無 関係 に相 変 わ ら
ずfrし ている最下層貧民労働者が増力ロしたので認
。
こ う して レー ガ ン政 権 の8年 間 に ア メ リカ の福 祉 国 家 は明 らか に縮 小 され
た。 貧 困 率 は78～84年 に増 加 し,AFDC受 給 者 も75年 の1,140万 人 か ら84
年 の1,0so万 人 へ と減少 した。また,貧 民 の窮 状 はAFDC給 付 が イ ンフ レの速
度 に追 い付 け なか った こ と もあ って更 に悪 化 し,典 型 的 な州 で は給 付 が70～87
年 に31%以 上 轍 少 した と い う・ しか も,9・ 年 代 初頭 に は受 樋 格 な貧民 の
2/3がAFDC給 付 を受 け られず,同 じく適 格 貧 民 の 半分 以Lが 食 糧 ス タ ンプや
メ デ ィケ イ ドの受給 を拒 否 され て いた の で あ る
。 だが,レ ーガ ンは公 的 な ポ_
ズに もかか わ らず,福 祉 国 家 の 主要 な構 成 部 分 を解 体 す る こと に失 敗 した
。 福
祉(公 的扶助)は 直接 的 な打 襲 被 った もの の制 度 を維 持 す る ことが で き
,社 会
(256) 現代アメリカの福祉国家政策43
保 険制度 は基本的 に容認 されたのであ る。 っま り,ア メ リカ福祉国家 の基本的
な制度 は無傷 とはいえないまで も,そ のまま温存 された といってよい。 レーガ
ンはい ったん政権 に就 くと社会保障の ように中産階級 の大部分 が受給 資格者 と
な っているような制度を解 体す ることなど政治的 に不 可能 であると気づいたの
で認 。
[3]ク リン トンの政 策課 題
(1)政 策 の展 開
前述 の よ うに レー ガ ンは社 会 福 祉 を ニ ュー デ ィー ル以 前の状 態 に逆 戻 りさせ
よ うと した が,結 局 は不 成 功 に終 わ った。 レー ガ ン政 権 ば か りで な くブ ッシュ
政権 も1970年 以 前 の状態 に逆 転 させ る こ とさえ で きな か った ので あ る。もち ろ
ん,「 福 祉 に対 す る戦 争 」は予期 され た程 に は福 祉 支 出 を削減 で きず に終 わ った
が,福 祉抑 制 の気運 を連 邦議 会 や州 ・地 方議 会 の み な らず 広 く国 民 一般 に まで
くア　ラ
深 く浸 透 させ,福 祉 国家 を再 定義 しよ うとす る動 きを促 す こ とにな った。
だが,そ う した中 で94年 の短 期 間 だ が,福 祉 に対 す る戦争 が逆方 向へ と転 換
しそ うな気 配 を感 じさせ る,ま るで 小 春 日和 の よ うな時期 が あ った。 ク リン ト
ン大 統 領 が既 存 の福 祉 を終 わ らせ る福 祉 改革 を国民 に約束 したか らで あ る。 彼
の初年 度 予算 は都 市 イ ンフ ラの再建,雇 用 創 出,貧 民 に対 す る税額 控 除 の拡 大
な ど を盛 り込 ん で い た。 また,彼 は国民 皆 健康 保 険 を提 唱 し,福 祉 や貧 困 問題
に関す る指 導 的 な社 会 科学 者 を ワ シ ン トンに召集 して法 案 の作成 を依頼 したの
で あ る。 さ らに88年 に制定 され た家 族援 護 法(FSA)は 福 祉 受給 者 に対 して教
育 ・訓練 ・就労 へ の登録(entitlement)を 強 制 して いたが,児 童援 護 給付 の受
給 者 数 を増 加 させ る傾 向 を持 って い た。と い うの も,FSAは 資格要 件 を緩 和 す
る側 面 を持 って お り,従 来 は給 付 を片 親家 庭 に限定 して いた州 も失 業 中 の両親
同居 家 庭 に対 して給 付 を認 め るよ う義 務 づ け られて いたか らで あ る。 こ う して
AFDCの 受 給 数 と支 出額 は80年 代 末 か ら増 加 し始 め,90～91年 に は景気 後 退
も加 わ って記 録 的 な水 準 に達 した。即 ち,受 給 数 は90～92年 に1,147万 人 か ら
1,375万 人 へ,支 出額 は212億 ドル(連 邦負担115億 ドル)か ら249億 ドル(同136
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億 ドル)へ と激 増 したの で あ る。 しか も,い くつ か の州 で は福祉 改革 の モ デル と
な るよ うな実 演 的 計 画 が実 施 され て お り,改 革 の進 むべ き方 向 につ いて お お よ
そ の コ ンセ ンサ スが で きっ っ あ るか の よ うに思 われ たカ・らで 認
。
もちろん,家 族援護法 は構想 自身に欠陥があ り,大 部分 の州 が不承不 承に実
施 していたので,AFDC受 給者の増加 を抑制で きず,受 給 者の一部分 のみを新
しい職や就労準備計画 に登録 で きたにす ぎなか った。そ こで,州 政府 は貧民 の
福祉依存を持続 させ るよ うな馬鹿 げた規則を廃 止 し,懲 罰的で強権的 な福祉政
策を導入 で きるよ うに連邦規制の撤廃 を要求す るに至 った。 また,こ れ まで一
般扶助(州 レベルの福祉)を 維 持 して きた少数の州 も廃止す る方向で検討 し始 め
た。 これ に対 して ク リン トン政権 は2人 以上 の児童を抱 え る家庭 に対す る稼得
所得税額控除(EITC)の 大幅な拡充を提案 し,93年 に議会 で承認 された
。EITC
は単純 さと匿名性の故 に福祉 と比べて魅力的であ り,控 除を受 ける家族 も屈辱
を受 けないで済む上 に,就 労 に報酬を与え ることになるので一般 的な支持 も得
くヨリ
られ たのである。 だが,ク リン トン政権 は93年 に提案 した健康保険法案が94
年秋 に頓挫 す ると堪 え きれず,福 祉 改革か ら完全 に敗走 し始 める ことにな っ
た。
こう して94～95年 初頭 には福祉 に対 す る戦争 が徐 々に終息 しっっあ るとい
う楽観 的な憶 測 は全 くの幻想 にす ぎないとい うことが明 らか とな った
。94年 の
中聞選挙 の結果,上 下両院共 に共和党 に牛耳 られ るに至 った議会 はAFDC及
び関連計 画の受給資格 を全廃 し,厳 しい抑制 的規則の制限付 きなが ら州資金分
担要件 のない貧民扶助補助金 を州に交付 す ることな どを内容 と した福祉 改革法
案を提 出 した。同法案 は2度 にわた り議会で採択 されたが,ク リン トンが拒 否
権 を行使 したために不成 立に終 わ った。 しか しなが ら,そ の一 方で ク リントン
も就労 の可能性 や賃金 と給付 の適切 さなどに ほとん ど配慮 す ることな く
,時 限
的福祉廃 止法案 を提案 す るに至 った。96年7月 に上下両院が従来 の法案 とほぼ
同内容だが ク リン トン政権の主張 も一部取 り入 れた3度 目の福祉改革法案 を通
過 させ ると・驚 いた ことにク リン トンは11月 の人統領選挙 を意識 して同年8
月に同法案 に署名 し・法律 と して成立 させて しま ったのであ る。同法 は福祉制
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度 を5年 後 に廃 止 し,福 祉受給者 には就労 を義務付 けていた。 しか も,従 来 と
は異な って連邦政府 か ら資金交付 を受 けた州 は連邦 の規則 に拘束 されず,裁 量
によって福祉廃 止期限を5年 よ りも短 縮で きるな ど権限を著 しく強化 されたの
である。議会 は福祉計 画の大幅削減 を実行 す る一 方で,第11表 の如 く費用 の急
増 して いる社会保険,特 に破綻 に瀕 しっつ あるメデ ィケアの神聖 な地位 に対 し
て も牙 を剥 き出 しに している。今 や社会保険 です ら安穏 とはいえな くな り,老
齢者のためのセー フテ ィ ・ネ ッ トで さえいつ取 り払われ るか も知れない とい う
(8`L)
危 険 に晒 されて い るので あ る。
(2)貧 民 の実 態
こ う して福 祉受 給 者 は96年 に280万 人(93年 の全受給者の20%)削 減 され,96
年 福祉 改革 法 に よ って 更 に200万 が2000年 まで に縮 小 され る こと に な った。
ク リン トンは当初 か ら既 存 の福祉 を終 わ らせ る と宣 言 して お り,貧 民 を福 祉 か
ら抜 け出 させ るた め に福 祉 事 業 で就 労 させ る必 要 が あ る と強調 して きた。 そ こ
で,ク リン トンは法 案 署 名後,使 用者 に福 祉 改革 の次 の重 要 な段 階 で協 力 す る
こ とを求 めた。また,彼 は毎 月20万 人 の雇 用 を創 出 して い る民 間 企業 に貧民 に
対 す る雇用 機会 を提供 す るよ うに求 め,例 え ば ユ ナ イテ ッ ド航 空,ス プ リン ト,
モ ンサ ン ト,ユ ナイ テ ッ ド小 包 サ ー ビス,バ ー ガー キ ングの5社 か ら同 意 を取
り付 けた ので あ る。 さ らに,連 邦 政 府 自身 も主 要 な使 用者 な ので,貧 民 が福 祉
か ら就 労 へ 転換 す るの を支 援 す る役 割 を分担 す べ きだ と して,ク リン トンは ゴ
ア副 大統 領 をそ の責 任 者 に任 命 した。 これ を受 けて ゴア は97年4月10日 に次
の4年 間 に福 祉 受給 を辞 め る1万 人 以上 の貧民 を雇 用 す る政 府 計 画 を提 案 す る
(83)
に至 った ので あ る。
ク リン トンは2000年 まで に貧 民200万 人 以 上 を福 祉 か ら脱 却 させ るた め に,
70万 人 の成 人(平 均福祉家庭成員数2.8人)を 就 労 させ る とい う 目標 を提 示 した。
そ こで,連 邦 政府 は現 在,全 労 働 力 の約1.5%を 雇 用 して い るの で,同 率 の福 祉
受給 者 で あ る1万 人 を雇 用 す る ことが連 邦政 府 の妥 当 な責 任分 担 で あ る と看倣
され た。連邦 政 府 は93年 以 降30万 人 以上 の職 を廃iLし た結 果,96年 に は空 ポ



























































































































ス トを埋 めるために5.8万 人 の恒久職 と14万 人の臨時職を雇用 した
。 それ故,
連邦政府が労働訓練履修者計画(WTP)を 通 じて1万 人 の福祉受給者を4年 間
雇 うとい う目標 は合理的 な ものだ と主張 されたのであ る。
現在,ア メ リカの主要 な福祉制度 であったAFDCはTANF(臨 時困窮家庭扶
助)包 括 的補助金制度 に取 って代 わ られつつある。AFDC受 給者 は夫の いない
母親が多 く高度 な職業技術 も持 っていないとい う共通点 を除けば,就 労 に対す
る準備 労働 と福祉 に対す る認識 仕事 を見っ けて維持す る際 に直面す る障害
の困難 さ・及 び実際 の就労経験 などの点 で大 き く異な っている
。 そ こで,次 に
AFDC受 儲 の実態 を明 らかに してお(84) 。
AFDC受 給者 は人部分が片親(一 般に母親)世 帯家庭 で,母 親の約53%が30
歳未満 である。AFDC受 給家庭 の大部分 は少人数で,約73%が1人 か2人 の子
供 を擁 して い るにす ぎなか った。最 も低年齢 の子供 は46%の 家庭 で6歳 以下
(32%で は6～11歳22%で は12歳 以上)だ ったので,母 親の就労 には保育 サー ビ
スが必要 であ った。 また,学 力水準や資格 の点 で も大 きく差が あ り
7約 半分が
高校 の卒業 証 書やGED(高 卒同等資格)証 書を持 って お らず,大 学 入学 者 も
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力連邦財政支出
(単 位 二10億 ドル)
国際関係
E
保 健 メデ ィケ ア 所得保障
4
社会保障 利 了一 その他 赤 字
一
〇.1 0.1 o,噛 1.5 o.o 0.9 5.3
一2
.9
1.9 0.2 ●.- 1.1 0.3 3.1 3.1
一47
.6
4.7 0.3 ●9嗣 4.1 o.s 4.8 14.2
一3
.1
2.2 0.3 5.1 LI
r 8.9 一3 .0
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14%い たが,大 卒者 は僅 か2%未 満 にす ぎなか った。 福祉受給者 の多 くは標準
テス トの得点が非常 に低 く,40%は 社会保障 申請 書の記入のよ うな作業で さえ
完了で きない程 に低 い読 み書 き能 力 しか持 ってお らず,労 働市場 にお いて も不
利 な立場 に立 た されていた。多 くの福祉受給者 はた とえ労働者訓練奨励計 画に
よ って雇用機会 を提供 されて も,高 等教育証 書や技能 を要求 されるので就労不
適格 とされて しまうことが多 いとい う。
カ リフォルニ ア州 のGAIN計 画(連 邦職業機会基礎技能訓練(JOBS)計 画の州
版で郡 レベル最大の脱福祉就労計 画)に 関す る6郡 の調査 によれば,大 部分の
郡 で計 画 に参加 した福祉受給者 の70%が5年 以内 のあ る時点 で就労 して いた
とい う。高校 の卒業証 書やGEDを 持 っていない者達 の間でさえ雇用率 は高 く,
5年 の追跡調査期間中に50%以 上が就労 して いた。 しか し,就 労率 はかな り高
いが離職率 も高 く,追 跡調査5年 目の1年 間を継続 して就労 していた者の比率
は僅か22%に す ぎなか ったのであ る。
福祉受給者 はサー ビス,販 売,事 務員や軽工業な どの職種 に就労す ることが
多い。 しか し,こ れ らの職種 は低賃金で あるだけでな く付加給付 の支給 も稀 で
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あ る。 カ リフォル ニ ア州GAIN計 画 の例 で は,雇 用 され た福 祉受 給 者 は平均 時
給6ド ルの賃 金 しか得 て お らず(47%が 時給5ド ル以 ド,10%が 時給10ド ル以上) ,
大 部分 が労 働 市場 の比較 的低 賃 金部 門 に就労 して いた とい って よ い。 む ろん,
付 加 給付 は これ らの職種 で は一 般 的 で は な く,福 祉 受 給 者 の1/3以 下 しか受給
して い な か った。例 えば,有 給 傷 病 休 暇 は28%,有 給 休 暇 は34% ,ま た会社 負
担 ・補 助保 健 給 付 は28%の 者 の み が 支給 を認 め られ て いた ので あ る。さ らに,
十分 な昇進 の機 会 を与 え られ て い る者 は全 体 の36%に 止 ま って い た。そ れ で も
就 労 した 者の約 半数 は少 な くと も週40時 間,66%が 週30時 間以上 は働 いて い
た とい う。 なお,こ れ らの 雇 用 の19%は 連 邦 ・州 ・地 方政 府 が 雇 用 主 で あ っ
た。
もちろん,福 祉受 給 者 は就 労,離 職 福 祉 依 存 を周 期 的 に繰 り返 して い る。
離識 者 は25%が レイ オ フ,ま た21%が 職 種 の廃1卜(季 節的 ・期限付の職種や企業
の廃業)に よ り離職 してお り,全 体 の46%が 福 祉受 給 者 の能 力 や 意志 と は無 関
係 に職 を失 って い た。 これ とは対 照 的 に約13%は 解 雇 さ れ,41%は 辞 職 して い
る。辞職 の最 大 の理 由 は良 い仕 事(高 収入)が 見 っか ったか らで,辞 職 者 の22%
を 占め て いた。残 りの78%は 仕 事 へ の不満 に関 連 した様 々 な理 由 や生 活 事情 の
ため に辞職 して い る。 また,3郡 に つ いての調 査 に よれ ば,長 期 福 祉受 給 者 は
GAIN計 画 登 録 後 の3年 間 に少 な く と も2年 間 はAFDCを 受 給 して い た
。 こ
れ らの グ ルー プ は56%が 病 気,厳 しい家 庭 の危 機,感 情 的精 神 的 問題 そ して
ご く少 数 例 だ が アル コ ー ルや ドラ ッグの 問 題 の た め にGAIN活 動 を一 時 的 に
免 除 され るこ とにな ったの で あ る。
そ こで,福 祉受 給 中 あ るい は最 近 まで受 給 して い た 女性 の全 国 サ ンプル の調
査 を見 れ ば,約10%が 健 康5%が アル コー一ルの問 題 のた め に就労 所 得 を得 る
機 会 を失 った とい う。 また,別 の調 査 に よれ ば,31%が 就 労 を妨 げ るよ うな深
刻 な健 康 上 の,あ る い は個 人 的 な問 題 を抱 え て い た。 さ らに,教 育 テ ス ト部
(ETS)の 調査 で は,AFDC受 給 者 の全 国 サ ンプル の20%が 仕 事,学 校,家 事 や
他 の活動 に 十一分 に従 事 で きな い程 の肉体 的 ・精 神 的 な不 健 康状 態 に あ った とい
われ る。 福 祉受 給 者 は有 給 病 欠 や 有給 休 暇 の よ うな付 加給 付 を認 め られ て い な
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い場 合 が 多 いの で,そ れ だ け就労 を続 け る こ とが 困難 とな って い るので あ る。
特 に5～10%の 福 祉 受給 者 は慢性 的 な障害 を抱 え て お り,職 を維 持 す る こ とが
ほ とん ど不 可能 で あ った とい う。
福 祉受 給 者 の意 識調 査 を見 る と,受 給 者 の 大部 分 が貧 民 の労 働市 場 へ の参 入
を奨 励 す る計 画 に賛成 して い る。 例 え ば,強 制 的JOBS計 画 に新 規登 録 した者
の50～70%が 「職 が 提供 され るな ら気 に入 らな くて も福祉 を受給 し続 け る こ と
は悪 い こ とだ」 とい う点 に同意 し,望 ま な い職 を福 祉 受給 者 に強制 す る こ と は
不 公正 だ と考 え る者 は僅 か13%に す ぎなか った。 また,福 祉受 給者 達 は常 勤 雇
用 の最 低 賃 金 と して 医療 手 当 が あ る場 合 に は時給7ド ル,な い場 合 に は9～10
ドル を希 望 して お り,医 療 問 題 が彼 らの大 きな 関心 事 で あ る こ とを示 して い
る。
いず れ に せ よ,脱 福 祉 就 労 計 画 は福 祉 受 給 者 の収 入 を増 加 させ る一 方 で,
AFDC支 出 も減 少 させ る こと にな った。現在 まで に最 も成 果 を挙 げ て い る計 画
で あ る カ リフ ォル ニ ア州 リバ ー サ イ ド郡 のGAIN(JOBS)計 画 は福祉 受 給 者 の
計 画参 加 後5年 間 の追 跡 調 査 によ れば,1人 当 た り平 均 収 入 を5,038ド ル(非 参
加者平均 に対 して42%増)増 加 させ た とい う。 しか も,同 計 画 はAFDC支 出 を1
人 当 た り平 均 で2,705ド ル削 減 した ので あ る(非 参加者'i物 に対 して15%減)。 む
ろん,こ れ は収 入 の増加 と同時 に福 祉 支出 の削 減 を達 成 す る とい う目覚 ま しい
成 果 を 挙 げ,政 府 財 政 の観 点 か らは非 常 に望 ま しか ったが,頻 繁 な離 職 問題 を
解 決 で きな い な どの重 要 な限 界 も持 って い た。登 録 者 の71%が5年 の追 跡調 査
期 間 中 に就 労 したが,調 査 期 間5年 目の1年 間 を継 続 して就 労 した者 は21%に
す ぎな か った。 全 体 的 に印象 深 い実 績 に もかか わ らず,こ の計 画 は頻 繁 な離職
問題 を解 決 で きな か った ば か りで な く,多 くの福 祉家 庭 を貧 困 か ら脱 出 させ る
こと もで きなか った とい って よ い。
(3)福 祉 政 策 の'方向
で は,ク リン トン政 権 はア メ リカの福 祉 国家 を どの よ うに変 え よ うと して い
るの だ ろ うか。 この問 題 を考 え る鍵 は90年 代 以 降 に お け る ア メ リカ福 祉 支 出
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の急 膨 張 と,ウ ィス コ ン シ ンや オ レ ゴ ンな ど州 政 府 に よ る福 祉 改 革 の成 功 と い
う現 実 に あ り そ うで あ る。 ク リ ン ト ンは 急 速 な 福 祉 膨 張 に 直 面 して96年 福 祉
改 革 法 案 に 署 名 した が,そ の背 景 に は 目覚 ま し い成 果 を 挙 げ て い る州 福 祉 改 革
を 連 邦 規 模 で 拡 大 す れ ば深 刻 な 福 祉 国 家 の危 機 を 乗 り切 れ る の で は な い か と い
う計 算 が 働 い て い た よ う に思 わ れ る の で あ る。
そ こで,ま ず 福 祉 支 出 の 急 増 傾 向 を 確 認 して お け ば,連 邦 福 祉 支 出(保 健 ,メ
デ ィケ ア,所 得保 障 社会保 障)は 対GNP比 で75年 の8 .6%か ら80年9.4%,85
年10・0%,90年9.6%,93年11.3%,95年11.5%と90年 を 除 い て ほ ぼ 一 貫 し
て 増 加 して き た。 同 じ く連 邦 支 出 に 占 め る 福 祉 費 比 率 も42 .3%か ら44,0%,
44.o%,44.o%,52.6%,54.9%と80年 代 に は 停 滞 す る もの の 増 加 傾 向 を 辿
り,96年 に は55.7%ま で 上 昇 した 。 ま た 費 目別 に 見 る と,保 健 は対GNP比 で
75年 の0,8%か ら80年0.8%,85年0 .8%,90年1.0%,93年1 .5%i95年
1.6%と80年 代 後 半 か ら持 続 的 に 増 加 して い る。 さ らに ,メ デ ィケ ア が0.8%
か ら12%,1.6%,1.7%,2.0%,2.2%と 一 本 調 子 で増 大 し,社 会 保 障 も
4.0%か ら4.3%,4.5%,4.3%,4 .6%a4.6%と 漸 増 傾 向 に あ る 一 方 で,所 得
保 障 は3・1%か ら3.1%,3.1%,2.6%,3.2%,3.0%と 完 全 に停 滞 傾 向 を 示 し
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て い るの で あ る。
さて,AFDC受 給 者 数 は過 去2年 間 に全 国 で約20%減 少(朝 鮮戦争以降最大 の
減少)し た がy特 に ウ ィス コ ンシ ン州 はT・ トンプ ソ ンが知 事 に就 任 してか ら
10年 間 に受 給 者 数 を55%も 削減 した。 同 州 のAFDC受 給 者 数 は ミル ウ ォーキ
市内 で32%,他 の地域 で は70%以 上 も減 少 した とい う。AFDC受 給 者 数 は96
年 だ けで も約1/3減 少 したが,97年 に入 って も ミル ウォ ー一キ で月2%,他 の地
域 で は月4%の 割 合 で 減少 して い る。 就 労 強 制 はAFDC受 給 者 数 を僅 か5%
しか減 らせ な い だ ろ うとい う福 祉組 織 の 主張 に もか か わ らず,ウ ィス コ ンシ ン
州 は少 な くと も過 去3年 間,そ れ以 上 の削 減 を た った2ヵ 月 で達 成 して きた。
しか も,オ レゴ ン州 が過 去2年 間 にAFDC受 給 者 数 を1/3以 上 も減少 させ て,
ウ ィス コ ンシ ンの先 例 に追 随 す るに至 った の で あ る。
こう した両州 の経験 か ら,福 祉 専 門家 は受給 者数 を削 減 す るた あ に は以 下 の
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如 き基本原則 を遵守 しなければな らない とい う結論 に達 した。第1は 必要 もな
く貧民 を新たに福祉 に依存 させない ことであ る。伝統的な慈善の原則 は真に扶
助 を必要 としてい る者 と,必 要 としていないが無料 で得 られ るな らば喜んで施
し物 を受 け取 る者 とを区別 す る門番 が いな けれ ばな らな い と教 えてい る。 ま
た,福 祉依 存 の習慣 を打 破す る最 も良 い方法 は予防 にあ るとい う考 えか ら,
ウィス コンシン州 はAFDCへ の新 規依存 を思 い止ま らせ るために 自給 自足第
一一(SSF)計 画を新設 した。SSFは 新規受給 申請者 にAFDC依 存を不必要 にす
る短期援助(自 動車修理のような)を 提供 し,最 初 の福祉小切手 を交付す る前 に
数週間の監視 を受 けなが らの職捜 しを実践す ることを要求 する。一方s申 請者
はAFDC計 画 に登録 された後,数 週間以 内に給付 と引 き換 えに就労 を求 め ら
れ る。 その結 果,SSF実 施後 にお け る新規AFDC登 録 者 は ほぼ半減 す るに
至 ったとい うのであ る。
第2は 教育や訓練 を重視 しない ことである。過去 の教育訓練計 画は福祉依存
を減 らした り被 訓練 者 の時間賃 金率 を引 き上 げ る上 で ほとん ど効果が なか っ
た。 これに対 して ウィスコ ンシン州 や オレゴ ン州 は福祉受給者 に対 す る教育や
訓練 よ りも即時的な雇用 に繋 がる活動 を重視 して成果を挙 げた。第3は 福祉依
存 を減 らす ため に強 制的 な コ ミュニ テ ィー福祉 事業 を活用 す る ことで あ る。
ウ ィスコンシ ン州で は新規受給者 は福祉 に登録 した直後 に監視を受 けなが らの
職捜 しを強制 され,も し数週 間以 内 に民 間雇用 に就 けな ければAFDC給 付 と
引 き換 え に コ ミュニ テ ィー奉仕 活動 に従事 させ られた。 この政策 はコ ミュニ
テ ィー奉 仕作業を強制 して働 かず に福祉給付 を得 るとい う逃 げ道 を塞 ぎ・民 間
雇用で の就労 を促す ことを目的 と して いた。
第4は 実 績 に応 じた報 酬 を保 障す る ことで あ る。 ウ ィス コ ンシ ンで は,
AFDC受 給者 は実績 に応 じた報酬(PFP)規 則を適用 されて いる。もし一定時間
数 の作業 や活動 を遂行で きなけれ ば,AFDCや 食糧 ス タンプ給付がそれに比例
して削減 され る。この新 しい効果的 な制裁方法 はAFDCの 基本構造を変え,受
給者 の積極 的な就労 を促す ことにな った。第5は 官僚的報酬 や誘因 を政策結果
と結び付 けることで ある。 ウィスコ ンシン州 では,新 しい政策が郡福祉職員 の
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不 熱心 な態 度 に よ って無 効 に され な いよ うに,郡 福 祉組 織 に対 して実 績 に応 じ
た州 資金 の配分 を実 施 した。 この実 績 誘 因制 度 は改 革 を非 常 に効 果的 に遂 行 さ
せ・ 福 祉 官 僚機 構 の気 風 さえ も変 え る こと にな った。 こ う して郡 福 祉職 員 は自
助 を強 制 し,福 祉依 存 を削 減 す る とい う新 しい使命 に熱 中 す るよ うにな った と
い う。
トンプ ソ ン知 事在 職 中 に,ウ ィス コ ンシ ン州 はAFDC給 付 ,管 理 費,保 育 や
訓練 な どの支 出 を名 目額 で15%も 減 少(イ ンフレ調整後では同州の総 コス トは1/3
以 上減少)さ せ,福 祉依 存 を克服 で きるか も知 れ な い とい う可能性 を示 した
。だ
が,そ の手段 は偉 大 な社 会 時代 の 「飴」 的政 策 か ら 「鞭 」的 な政 策 へ大 き く傾
斜 して お り,そ のや や無 慈 悲 な や り方 はア メ リカ経 済社 会 が余裕 を失 いっ っ あ
る ことを反 映 して い る と もい え る。 しか も,ク リン トンが福 祉全 廃 を盛 り込 ん
だ96年 福 祉 改 革 法 を成 立 させ た背景 に は,ウ ィス コ ンシ ンや オ レゴ ンな ど の
福祉 削 減 政策 を連 邦規 模 で踏 襲 しよ うとい う目論 見 が あ った ので はな いか と思
わ れ るの で あ る。 っ ま り,今 後 は鞭 的要 素 の濃厚 な福 祉政 策 が ア メ リカで全 国
的 に展 開 され る ことに な る もの と予想 され るの で あ る。
むすび
ア メ リカの福 祉 国 家 はニ ューデ ィール に よ って形 成 され た基 本 的 な枠組 み を
今 日まで継 承 して きた が,少 な くと も今 後5年 以 内 に大 き く再編 成 され る こ と
に な った。 とい うの も,96年 に成 立 した福 祉 改 革 法 が福 祉 を5年 以 内 に全 廃
し,貧 民 に就労 を強 制 す る こ とを規 定 して い るか らで あ る。 で は,何 故 ク リン
トン政 権 が この よ うにや や無 慈悲 と も思 え る鞭 的政 策 に敢 え て訴 え まで福 祉 改
革 に血 道 を挙 げ よ うと して い るので あ ろ うか。 その背景 に は現 在 の福 祉 国家 体
制 は福 祉 費 の急 膨 張 と い う爆 弾 を抱 え て お り,こ の ま まで は2011年 以 降 か ら
始 ま るベ ビー ブーマ ー ズ(1946～64年 生まれ)の 老 齢 化 と い う荒波 に飲 み込 まれ
て難 破 して しま うに違 いな い とい う懸 念 が あ るので あ ろ う。
そ れ で もsベ ビー ブー マ ー ズの 多 くが収 入 の ピー クを迎 え る2010年 まで は
1977年 と83年 の社 会 保 障法 修 正(保 険税率引上 げ)の 効 果 もあ って,信 託基 金 へ
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の拠 出額 は相対 的 に増加 す る と予 想 され る・だが ・2・29年 まで に7・800万 人 の
ベ ビー プー マ ー ズが退 職 す る ことにな るので,非 賃金 稼 得者 は人 口 に 占あ る比
率 で ピー クに達 し,労 働 人 ・ に対 す る比 率 を9・ 年代 初 頭 の3・3対1か ら2文 寸1
以 上 にまで 高 め る もの と推 定 され る.ま た,や や古 い推 計 だが・ 社 会 保 障信 託
委 員 会 の82年 の年報 によれ ば,3っ の社 会保 ト章制 度全 体 の税 率 は2030年 まで
に 単 に既 存 の給 付 水 準 を繍 す る ため にだ けで も所 得 の33%に ま で 弓1き上 げ
る必 要 が あ る と謂.そ こで,将 来 は拠 出制 社 会保 険 に対 す る/ｺ'財 源 か らの
財 政'w・iwCも考慮 に入 れ な けれ ばな らず,そ のた め に は一 鮒 源 の金 食 い虫 で あ
る福 祉(公 的鋤)を 二 分 法 に従 ってr値 しな い」 もの と して予 め纏 して 置 く
必 要 が あ る と考 え られ た ので あ る。
ア メ リカ は実 験 の国 柄 なの で,政 府 も こ う した大胆 な鞭 の政 策 を敢 え て試 み
よ う とす るので あ ろ う.し か し,恐 ら く福 祉 を 全廃 し・ ほ とん どす べ て の貧 民
を 就労 させ るな ど とい った こ と はで き る筈 が な い・6・ 年 代 の鰍 な社 会 轍
育 ・訓 練 を通 じて貧 民 を就 労 させ 将 来 的 に は福 祉 を廃 止 しよ う とい うニ ュ ー
デ 仁 ルの二 分 法 を追 求 した が,そ れ で も楽観 犠 に導 かれ て飴 的 政策 に補 完
されて い た ので まだ救 いが あ った.だ が,福 祉全 廃 と貧民 の就 労 を 強制 す る現
在 の二 分法 政 策 は鞭 を剥 き出 しに した擁 的 な もので あ り・貧 民 に対 す る挿
の 「マ ッカー シズ ム」 で あ る とさえ感 じ られ る程 な ので あ る・ こ う して ニ ゴ
デ 仁 ル福 祉 国 家 は テ ー ベ王 ラ ー 材 ス の劉 こ倣 って二 分 法 とい う鬼 子 オ イ
デ ィプ スを生 み落 とす ことに よ り 「親 殺 し」 の神 託 を完成 させ よ うと予 あ企 ん





年 代 初 め に は レ ー ガ ン政 権 が,こ の制 度}こ 対 す る広 範 蝿 党 派 的 支 持 に気 付 き・ 組
織 さ れ 姥 鮪 瀦 の 政 治 的 な反 撃 に遭 って,社 会 保 障 備 小 し た い と い う希 望 を
あ っ さ り捨 て な け れ ば な らな か った(T.Sk・cp・x,s・cialP・1'icyintheUnited




一年代末以 降 ほとん 掴 家騰 題 か 蛸 え失 せて い燵 邦騨 国賄 健Y険 問題 硝 燃
させ た のは91鰍 に無 名 の民 一Z候 補H・ ウ ォフ ォー ドが4。 ポイ ン トの
劣勢 纈 して ペ ンシ ル ヴ ェニ ア州 の群 β上 院 腿 で劇 的f利 を収 め た馴 牛
で あ
る。 ウ ォ フ ォー ドは国 民 皆 健康 保 険 制度 の確rを 公 約 す るテ レビCMを 流 す
こ と
で・ 有力 な斯 ・鰍 補 に奇跡 的 な勝利 を収 め たので あ る
。 選挙 に敏 感 な政 治家達 も
突 然 に・ もはや 自分 峨 や馴 に基 づ く鮒 に安憾 を持 て な くな
っ紳 産 階級 市





RevisedandUpdated ,199fi,pp.3・2-3・3・ ニ ューデ ィー・レ福 姻 家 の設潴 が持 ち
込 ん だ この=分 法 は政 府/際 特 に社会郷 章庁 が公 的扶 助 を社 会保険 と差別 しよ う
と努 めた ので・3・ 年代 に続 く数+年 間 に†畝 化 し 更 に 明轍 潮 され る よ う
に
な ったとい う(lbid .,p。303)。
(5)R.Lub・ve,TheStrugg!eforSocialSecurity19・ ・-935
,1968(llゴ 川 孝順訳rア メ
リカ社会保 附1史 』川 儲1苫 ・1982年 ・259頁).拙 著r融 一 デ ィール の観 国家』
白桃書房,1993年,324頁 。
(6)P.Fl・reandA」 ・Heidenheimer,eds 。,丁切 θ四θ伽 伽 伽 馳 伽S,伽n
EuropeandAmerica ,1982,p.19.福 祉国家 とい う護 の公 的 な使用 はイ判 スが ド
イ ツの戦争機械(ロ ケ ッ ト攻 撃 な ど)の 脅威 に対 して 事実L単 独で 立 ち向 か
って い
た1941年 に始 ま るa�r_時危機:二 中1こ国民 の上気 と榊 礁 持 す るため に使 われ始
めた この 言葉 は轍 民 揃 政 府が提 供 す るこ とを望 む社 会的鮒 樒 撚 関連 を
持 っ よ うにな った とい う(lbid .,P.19)。
(7)Sk・cp・1,0p .cit・・PP・211-212;M .Rein,Dilemmas・fWelfarePolicy
,X982,PP.1
丑 公的扶 助 は社 会 保 険制度 が成 熟 して給 付 と加入 範 囲 の面 で+分 に拡 充 され る ま
での過 渡 的 手段 と看倣 され て いた(lbid .,P.1)。
(8)Skocpol,op。C2t.,PP .214-215.
(9)も に の鞭 傭 部駐 党 や商業 的農 民 の代 表 を宥 め るため に行 わ れな けれ1ま
,社会保 離
が灘 を麗 で きたか どうか疑 「剖であ った
.同 様 に,公 的扶 助制度 は給
付 と適 用範 囲 の州 段階 での偏差1こ 舳 濾 を与 え洲 地 方 当局 に運 営上 の鵡 を
げノ 　 ナ
仔 っ こ と を認 め た の で,南 部 の 黒 人 は 十 分 な 福 祉 扶 助 を 受 け る権 利 を 奪 わ れ る こ と
に な っ た と い う(lbid .,p。219)。
(1①A.J.Altmeyer・ 丁履 「…'勿 θ 珍 α75・fs・cialSecurity
,19fi8,P.6.
(11)J・T.Patters・n・ 肋e物 ∬ 伽 認1囲9伽s`P・verty19・ ・ … 」981
,PP.92-93.
(1勃Sk・cp・1,・p.cit・,PP ・173-175・NRPBは 労 働 集 約 的 なWPAの よ うな 計 画 とPWA
の よ う な資 本 集 約 的 な 計 画 の 両 者 を恒 久 的 な 事業 計 画 と して 提 案 した
。 就 労 機 会 は
(244)
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SecurityBullion:AnnualStatisticalSupplements,1996,p・32・ 他 に瀞 β退 職 制 度 に
非 加 入 の 連 邦 職 員,米 国 使 用 都 こよ り外 国 で 雇 用 さ れ て い る ア メ 　カ1眠 プ エ ル
トリ コや ヴ ァー ジ ン諸 島 の 労 働 者 な どが 強 制 加 入 を義 務 付 け られ た(lbid.,p.32)。
(1のSk。cp。1,。p.cif.,Pp.2・7-2・8.社 会 保 障 庁 は最 初 はS・cialSecurityB・ardとG'う
名 称 だ った が,ま もな くS・cialSecurityAdmini・trati・nと 改 称 され る・ こ こで は
煩 を さ け る た め に社 会 保 障 庁 と して 一 貫 さ せ る。
(15)J.R.sates,lnsuringlnequality,1983,Chap・5;Patters・n・ ・p.cit.,pp・i・iiア メ
リカ の 福 祉 政 策 は西 欧 の そ れ よ り も寛 大 さ と包 括 性 の点 で 劣 る と い う。 と い うの も,
西 欧 で は福 祉 官 庁 は一一般 に 受 給 資 格 の 最 大 化 と扶 助 受 給 の 恥 辱 の 最 小 化 に努 め た
が,ア メ リカ の福 祉 官 庁 。ま費 用 削 減 と受 給 資 格 の 燃 化 に の み 熱 中 して い た か らで
あ る(lbid.,p.87)。
(16)70年 代 初 め ま で に,社 会 保 険1ま潮 確 用 労 働 者 の た め の 真 の 「退 職 齢 」 と して
機 能 す る よ う に十 分 に拡 大 さ れ,寛 大 化 され た と い う(∫ わfd,,p.213)。
(1わS.A.LevitanandR.Taggart,ThePromise・ ノGγ ・α鷹 ・1976・PP・49}50・;Rein・
。p.cit.,PP.1--2.61年5月 力・襯 の 蝶 の た め に_一._を 得 られ な くな った 脳 こ対 す
る扶 助 が 認 め られ た(SocialSecurityBulletin;AnnudlStatisticalSupplement,
1996,p.127)0
㈹Patterson,op.C2t.,PP・106-108.こ れ らの 貧 民 は普 通 果物 や 野 菜 な しで済 ま せ,
肉 は 缶 詰 か頭 部 の 肉(neckcuts)で あ った と い う(lbid.,p.106)。
419)ll%の 世 帯 は 自家 用 の 台 所 を 持 た ず,24%は 水 道 の な い フ ラ ッ ト式 共 同 住 宅 か バ
ラ ッ ク に住 み,30%は+分 な数 の 家 族 声月ベ ッ ドを 持 たず ・25%は 据 わ って 食 事を す
る の に十 分 な 家 具 が な く,17%は 適 当 な 衣 類 が な い た め に時 々 子 供 に学 校 を 休 ませ
て お り,46%は 過 去6カ 月 間 に少 な く と も1度 は 子供 に ミル クを 買 って や る金 が な
か った経 験 を 持 って い た とい う(lbid.,p.106)。
⑳ この 本 はす ぐに は ベ ス トセ ラー1こ な らな か っ た が瀞 か さ に つ い て の ア メ リ姻
民 の 自 己満 足 に挑 戦 し,貧 困 問 題 を感 動 的1こ描 写 して い た・間 もな く知 識 燵 ・牛寺に
63年1月 に 『ニ ュ ー ヨー カ ー』誌 上 に 長文 の 書 評 を 載 せ たD.マ ク ドナ ル ドな どか ら
好 意 的 な評 価 を受 け る よ うに な っ た(Patterson・op.cit・p.99)。
⑳Patterson,op.cit.,p.105.ア メ リカの 一 般 国 民(特 に 中 産 階 級)は 一 貫 して 貧 困 や
福 祉 に対 して は冷 淡 で あ り,こ の ア メ リ網 民 の社 会 哲 学 は8・ 年 間 ほ とん ど変 化 し
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な か った と い う(∬bid .,p.209)。
⑳F.E.PivenandR.A.C1・ward ・R勲 伽9'ん 召P・・r,UpdatedEditi。n ,1993,FP.
25Q-25fi・60年 大 統 領 選 挙 で ケ ネ デ ィ は公 民 権 と貧 困 に対 処 す る こ と を 強 く公 約 し
て
1業 都 市 の黒 嫡 儲 に熱 心1こ 訴 え た(lbid .,P.255).黒 人1ま4・ ～6・ 年 代 に盛 ん1こ
南 部 か ら他 の 大 都 市 へ 移 住 した ・ 黒 人 の 年 平 均 移 儲 数 は3・ 年 代 の3
。5万 人 か ら
40年 代 の16万 人f・ 年 代 の14 ・6爪 へ と激 増 し,次 第 に北 部 を 中,Lと す る都 市 の
政 治 に 影 響 を 与 え る よ うに な り・地 方 政 府 も6・ 年 代 初 め 頃 か 螺 人 に 対 して 少 しず
っ 譲 歩 す るよ う に な っ た とい う(lbid .,・f190,250-251)。
㈱Katz(1996),pp.2s92so .
⑳ 公 民 髄 動 は黒 人 票 を欲 す る駐 党 へ の 圧 力 を 行 使 す る こ とに よ りア 刈 力史 上
で最 も効 果 的 な貧 民 の運 動 とな った と い う(lbid .,p.261)。
(25)Patterson ,vp.cit.,p.1Q7.
26)Patters・n・ ・p.cit.,pp .126-133.ケ ネ デ ィは大 纈 に就 任 す る 前 か ら社 会 福 欄 題
に 関 心 を 持 ち,58～59年 に は貧 困 都1け 計 画(メ デ ィ ケ ア漣 ≠β教 育 補 助
,人 鵬 源
訓 練 や 公 的 鋤 拡 大)を 支 持 し・35葺 三社 会 保 障 法 を 「酬 に対 す る 戦 争 」を 実 践 した
政 策 と して 賞 賛 した(lbid ・,P・126)・ 「貧 困 に対 す る戦 争 」 は64年1月 の年 頭 教 書 で
の ジ ョ ン ソ ンの 言 葉 だ が ,貧 困 に対 す る包 括 的 な 対 策 と い うア イ デ ア は ケ ネ デ ィが






㈱Salam・n,・ μ 砿PP・87--88・;PattersQn ,・p.cit.pp.131-132.12人 の庶 出 子 を 抱 え
るADC受 給 母 親 食 糧 や 家 賃 の 代 わ りに ア ル コー ル に使 わ れ る救 済 小 切 手
,救 済 を
受 給 し続 け る た め に然 るべ き膝 を拒 絶 す る労 働 可能 娚 腕 ど の 多 くの 翻 伽1が
報 告 され た(lbid.p.132)。
⑳Salam・n,op.cit.・P・88 ・;Patters・n,・ 側'。PP .132-3.AFL-CIOの 活 動 家 が 言 っ て
い るよ うに,競 争 的 な 社 会 で は公 的 扶 助 は避 け難 く
,ま た必 要 で もあ り,社 会 的 に も
艦 で あ る こ とを 率 直 に認 め る腰 力∫あ っ た の で あ る(lbid .p.133)。
(3①lbid.p.133.;Salam・n,・p .C2t.,P。88.;Rein ,・如 ちPP.15-19.
(31)ケ ネ デ ィ は ア メ リカ の貧 困 に関 す る記 事 を 読 み
,・ ・リ ン トンのrも う1っ の ア メ
リカ』に触 れ,62年12月 末 に は不 調 な 経 済 状 況 に 対 す る不 安 か らヘ ラ ー に貧 困 問 題
に つ い て 真 剣 に質 問 した。 これ を ヘ ラ ーが 受 け 止 め て 計 画 と して 纏 め 上 げ た の が
,
鰍 な 社 会 計 画 全 体 の ア イ デ ア の起 源 で あ っ た
.ヘ ラー は この 時 に ケ ネ デ ィカfi4年
の反 貧 困 計 画 を推 進 す る よ う に許 可 を 与 え た と 当時 を 回想 して い る(U
nger,op.cit.,
Pの　 v
㈱ 国 民 は貧 困 問 題 に対 して一 貫 して 冷 淡 で
,ジ ョ ン ソ ンが 「貧 困 に対 す る戦 争 」を 宣
(242)
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言 した64年3月 の ギ ャ ラ ッ プ世 翻 査 で も,83%が 決 して 貧 困 は な くな らな い と見
て い た.ま た ケ ネ デ ィの顧 問 達 は新 い 、貧 困 対 策 が 中 産 階 級 を 麗 して い る とG'う
非 難 を腿 す る有 効 な 鍛 に な る と考 え て い た(Patters・n・ ・p.cit.,p.134)・
⑬M.B.Kats,Thθ びηdθsθγ翻gP・ ・r,1989.p.8・ ・63{T{12月 ・ ヘ ラ ー は ジ ・ ン ソ ンに
貧 困 対 策 の 焦 点 は紗 年 に あ り慣 困1こ 陥 らぬ よ う に 予防 す る こ と樋 要 だ と助 言
した(Patterson,op.C2t.,p.136)。
(鋤 例 え ばtW・ ワ イ ツ労 働 館 は大 規 木鄭 公 梶 用 を・W・ コ ー エ ンHEW長 官 も
人 縦 別 や か トメ ー シ ョ ンの影 響 を 考 慮 して 福 祉 拡 大 を求 め濱 民 に 対 す る艮【J時





(39)lbid.,PP.1・9-115,283-284.;Patters・n,・p.cit.,p.15.こ の鞭 改 革 に伴 う医療 霰
の 増 加 に 対 応 す るた め,ジ 。 ン ソ ン政 権 は多 くの 砿 韻 に よ って 麟 供 給 の 土獣
を 図 った.例 え ば,64年 に看 護 婦 訓 辮ll度 が 設 け られ・65年 と68fr#三に は医 学 部 と困






(43)Levitan,。p.cit.pp.34-35.結 局,偉 大 な社 会 の 懐 な役 害llは貧 民 と老 齢 者 に対 す
る医 療 の 改 善 を 保 障 す る こ と に あ っ た(Skocpol,op.cit.,p.257)。
幽D。St。eszandH.J.Karger,Rec・nstructingtheAmericanWelfareState・1992・PP・
12-14.ニ ク ソ ンが ジ ョ ン ソ ン政 権 の 偉 大 な 社 会 計 画 を 整 然 と潰 した時 に,こ れ を 守
ろ う とす る支 持 者 が ほ とん ど存 在 しな か っ た。 偉 大 な 社 会 と固 く結 合 した 計 画 主 義
者 達 は7・ 年 代 初 め ま で に ま る で 戦 罰 巳罪 人 で で もあ る か の よ う に沈 黙 して しま っ
た とい う(∬bid。,p.12)。
(45)Patterson,oμC2t.,p.185.60年 代 に は若 年 層 の社 会 復 帰 に焦 点 が合 わ さ れ て い た
が,や が て 黒 人 貧 民 は 帷 階級 と は異 な って い るの で ・ 特 別 な反 貧 困 謳 亘を 実 施 す
る必 要 が あ る と主 張 す る ま で に福 祉 専 門 家 の 考 え 方 も変 化 す る(Skocpol,op.cπ 。
pp.250-251)o
(46)lbid.,pp.ii.6・ 年 代 半 ば に は トー ビ ンや ラ ンプ マ ン(63～64年 のCEAの 貧 困
に 対 す る戦 争 の 基 磯 形 成)が 所 得 維 持 の一 般 的 な考 え 方 を甑 さ せ・ ま た ガ ル ブ
レ イ ス は フ リー ドマ ンの 説 を経 済 学 で25年 間 に2っ か3つ しか 出 現 し な い 新 しい
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ア イ デ ア の1っ だ と獺 した
・ ま た繍 轄 達 の 間 で1ま鮪 が 全 貧 民 に 最 低 所 得 を
得 られ る よ う に媛 す べ きだ とい う点 で ほ ぼ合 齢 で き
,68年 に はt,3。 。人 の 繍




t48)Salamon,op.cit. ,pp.9i-93.;D.A.Rochefort ,AmericanSocialWelfarePolicy ,1986
・PP」19-121・68年 大 鞭 騨 直 後 に ニ ク ソ ンは繍 学 者R ・ナ ッサ ンを長 と す
る福 騰 別:a委 員会 鍛 置 した
・ ナ ッサ ンはAFDC叫 心 樋 酬i間 鮒 格 差 と
考 え・ 鯛 的 鵬 連 邦 給 付 蝉 を 立法 化 す るよ う紳 した
.ナ ッサ ン案 は人 統 蹴
任 の2日 後 に ニ ク ソ ンが 設 置 した福 社階 別 小 委 員 会 を持 つ 都 市 問 題 審 議 会
で 検 討 さ
れ,更 に吟 味 を加 え るた め に特 別 調 査 委 員 会 に付 託 され た
,、 そ の 作 業 グ ル ー プ の メ
ンバ ーの1人 で あ っ 帳 年 の 「負 の所 手尋税(NIT)」 信 儲 の 官 僚 が
ほ とん ど陰 灘 」
な や 肪 で ・所 得 繍 政 策 を 中 心 と したAFDC制 度 の包 括 的 改 鞍 鰍 す 磯 会
を脇 池
の メ ンバ ーが ナ ッサ ン案 の仕 上 を して い る間 に嫁 麟 醐 度(FSS)を 作
成 し・糊 縮 委 員 会 の 支 持 を取 躰 ナけ て しま った
.し か し澗 内 で は都1打 問 題 離
会(モ イ ニ ハ ン委 員 長)やR・ フ ィ ンチHEW長 官 らのFSS支 持 派 とA .バ ー ン ズ
大 統 領 幽 やs・ ア グ ニ ュ 劃 大 繍 らの反 対 派 が 鋭 く対 、瓦 い く
つ か の 看修正 が
な され た・ 例 え ば ・ 批 判 派 バ ー ン ズ の帳 を 容 れ て 就 学 前 懸 の 母親 で な いlfヒ撒
に対 す る就 臓 務 が追 加 され た・ 最 後 に,あ る 者 に と って は余 りに もニ ユ ー デ ィー
ル 轍 の よ うに 聞 こえ る とい う こ とで
,FSSは 名 称 をFAPと 改 め られ ,69年8月8
日}ニ ク ソ ンの テ レ ビ演 説 で発 表 され た の で あ る(乃 砿PP
.120-121)。
㈲lbid.,pp.124-'25.;M .Wire,A・S・ ・xl・ffandT .Sk・cp・leds.,TheP。litics。f
SocialPolicyintheUnitedStates
,1988,pp.261-262.例 え ば ,69年 の 老 齢 扶 助 給 イ寸
は 月 平 均 で ウ ィス コ ン シ ン州 の139ド ル に対 して ミシ シ ・ソピ州 で は僅 か39
.80ド ル
に す ぎな か った(lbid .,p.26D。
(5①Patterson,oρ.cゼ'.,P .193.
(51)Rochef・rt・ 蜘 ∫・ PP ・125-126・;Salam・n ,・p.cit.,pp.9597.;Patters。n ,。餓,
pp.194-195.ア メ リカ国 民 は 一 般 に 全 国 的 な 最 低 所 得 保 障 と い う考 え 方 に は冷 淡
であ
った ・ 中麟 級 の大 部 分 は給 付 を受 け る鵬 の な い貧 民 に 多 くの 醐 と金 を 支 出
す る こ とを 望 まな か った(lbid .,p.196)。
働Rochef・rt・ ・p.cat.,pp .94-95.;Patters・n ,・餌 ゼム,P.198、;LevitanandTaggart ,
op.cat.,pp.47-48 .受 給 者 は 月 に非 稼 得 所 得 の 最 初 の20ド ル全 額 と稼 得 所 得 の最 初
の65ド ル を 保 持 で き ,そ れ を超 え る収 入 は50%の 率 で 課 税 され る こ と に な
っ て い
た(lbid.,p.46)。
(53}R・chef・rt・ ・p.cit.,pp.94-95.老 瀦 に対 す る所 得 保 障 の 借ll定は ア メ リカ の 公 聴






pp.316-317.;Patterson,op.cit.,p.200.65～72年 ま で の 経 済 拡 大 は65年 に 貧 困 線 以
下 に あ っ た21.3%の 貧 民 を 僅 か1/10し か 貧 困 線 か ら脱 出 さ せ る こ と が で き ず,残
り の 半 分 以 上 を 政 府 の 福 祉 計 画 が 貧 困 線 以 一ヒ に 押 し 上 げ た の で あ る(J.ESchwa-
rtz,America'sHiddenSuccess:AReassessmentofTwentyYearsofPublicPolicy,
1983,pp.34-35)o
(卵 カ リ フ ォ ル ニ ア 州 ア ラ メ ダ 郡 の 例 で は,4人 家 族 の 母 子 家 庭 が メ デ ィ ケ イ ド と 他
の 所 得 を 除 きAFDCと 食 糧 ス タ ン プ か ら 月420ド ル,年5,040ド ル を 受 給 し て い た





劒 こ れ は4人 家 族 に3,600ド ル の 基 本 給 付 を 支 給 し,7,200ド ル の 総 所 得 水 準 に 達
す る ま で 稼 得 所 得 の50%を 給 付 か ら 控 除 す る こ と に な っ て い た 。ISPは 家 族 に 加 え
て 子 供 の い な い 夫 婦 や 単 身 者 も 適 川 対 象 と し,州 が 適 当 な 就 労 登 録 計 画 を 実 施 す る
責 任 を 持 つ こ と に な っ て い た(Rochefort,op.cit.,p.127)。
t63)同 法 は 毎 年 の 租 税 徴 収 過 程 の 一 部 と し て 内 国 歳 入 庁 に よ り 管 理 さ れ る400ド ル
(こ の 最 高 限 度 は 年 収4,000ド ル に 対 す る も の)ま で の 租 税 控 除 払 い 戻 し を 要 扶 養 児




X66}R。chef。rt,。p.cit.,P.129.;LynnandWhitman,op.cit.,pp・249-255・ イ ン フ レ は
必 ず し も 貧 民 全 体 に と っ て 脅 威 だ っ た と い う 訳 で は な い 。SSI受 給 者(老 齢 者,盲
人,廃 疾 者)や 社 会 保 険 受 給 者(退 職 者 や 遺 族)は 生 計 費 と 歩 調 を 合 せ て 給 付 が 引 き
上 げ ら れ た が,AFDC受 給 者 や 一 般 扶 助 受 給 者 は こ う し た 措 置 の 恩 恵 に 欲 さ な か っ
た の で あ る(Patterson,op.C2t.,p.207)。
㈹Rochefort,op.C2t.,pp.129-130.
(687Skocpol,op.cit.,p.258.
翻Ibid.,P.214.こ の 時 期 の 連 邦 支 出 を 見 る と,AFDCは80年 の70億 ド ル(月 平 均 受
給 者1,050万 人)か ら83年82億 ド ル(同1,066万 人),84年86億 ド ル(1,086万
人)と 鈍 化 傾 向 に あ る が,SSIは64億 ド ル(416万 人)か ら81億 ド ル(393万 人),
91億 ド ル(404万 人)と 急 増 し 金 額 でAFDCを 凌 駕 し た ・ こ れ はSSIが 「給 イ'Tに 値
60商 経 論 叢 第33巻 第2号
X239)
す る 慣 民 と さ れ た た め で あ ろ う(StatisticalAbstract・ 勲eσ 励 召dS∫ 螂
,1986、P.
357)0
㈹StoeszandKarger,op,cit .,pp.29-30.75年 に1まD・ ス ト ・ソ ク マ ン(81年 に レ ー ガ
ン 政 権 の 予 算 管 理 局 長)は 福 祉 制 度 を 「巨 大 な 社 会 的 ポ ー ク バ レ ル 」 と 呼 ん で 攻 撃
し,平 等 と 社 会 的 効 率 を 根 拠 に 連 邦 社 会 福 祉 支 出 の 大 胆 な 削 減 を 主 張 し




(72)Tyner,op.cit.,pp.169-173.レ ー ガ ン は 給 付 削 減 か 社 会 保 障 信 託 基 金 の 収 入 増 に 繋
が る40億 ド ル の 節 約 案 を 作 成 す る よ う に 指 示 し た
。 な お,83年 に は3,600万 人 が 社
会 保 障 給 付 を 受 給 し て お り,保 険 料 を 拠 出 し て い る 労 働 者 は11
,600万 人,受 給 資 格
を 有 す る 扶 養 家 族 と 遺 族 が14 ,000万 人 も 存 在 し,社 会 保 険 は 連 邦 予 算 の28%を 占












301.FSAは3歳 以 上 の 児 童 を 抱 え る 母 親 に 対 す る 就 労 を 厳 格 に 課 し
,職 業 訓 練 や 託
児 な ど の サ ー ビ ス に 対 す る 連 邦 資 金 を 増 加 さ せ た
。 就 労 す る こ と に な っ た 母 親 は 福
祉 か ら 離 脱 し た 後1年 間 ま で 無 料 の 保 育 や 医 療 を 認 め ら れ た(lbid .}P.213)。
(㎝ 収 入 の な い 母 親 は 何 の 報 酬 金 も 受 け 取 れ な い 。 し か し
,EITCの 拡 大 は 公 的 資 金 の






















㈱89年 に 退 職 し た 者 は 社 会 保1璋 制 度 に 拠 出 し た1ド ル に 付 き3.5ド ル を 手 当 と し て
取 り 戻 す こ と が で き る が,20代 や30代 の 者 は 拠 出 額1ド ル に 付 き1ド ル よ り 少 な
い 金 額 し か 取 り 戻 す こ と が で き な い と い う(Tyner,op.cit.,p.2Q2)。
